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⚫ 本利用ルールは、クリエイティブ・コモンズ・ライセンスの表示4.0 国際

（https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/legalcode.ja）外部リンクに規定される著作権利用許諾条件。以下「CC BY」と
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グラフの分類について

本資料掲載のグラフの内容に応じて、該当ページの右端に色分けしたインデックスを
付している

経年比較

従業員数区分によるクロス集計

地域区分によるクロス集計

DXの取り組み状況によるクロス集計

事業分野によるクロス集計

業界における位置づけ（A～Eの区分）によるクロス集計

その他のクロス集計

製品・サービスの提供先によるクロス集計
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調査対象は組込み/IoT関連の製品・サービスの事業者及び利用者とした。

調査の概要 （1）調査対象

組込みソフトウェアの産業構造（出所：一般財団法人組込みイノベーション協議会）を改変

記号 業態 定義

A
ユーザー企

業

他社の組込み/IoT関連の製品・
サービス等を利用または調達をして
いる企業。

B
メーカー企

業

組込み/IoT技術を用いた製品・
サービスを開発／提供している企
業。

C
サブシステム
提供企業

製品・サービスを構成するハード
ウェア/ソフトウェア部品・サブシステ
ム・コンポーネントを開発・提供する
企業。

D
サービス提
供企業

受託開発、人材派遣、教育研修、
コンサルティング、クラウドサービス、
システム管理・運用など、サービス
を提供する企業。
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＜調査票の配布先＞
○組込み/IoT関連の協会・団体に加盟している企業
一般社団法人 組込みシステム技術協会（JASA）
一般社団法人 スキルマネージメント協会（SMA）
一般社団法人 組込みイノベーション協議会（EI）
一般社団法人 重要生活機器連携セキュリティ協議会（CCDS）
一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 等
○その他の 組込み/IoT関連企業

7

調査の概要 （2）調査票の配布状況、回収状況、回収率

調査票の配布（郵送）: 7,864件

回収数： 1,221 件、有効回答数: 1,214 件
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18.5%

26.0%
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12.2%

10.0%

9.6%
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2018年度

2017年度

2016年度

回収率の推移
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調査項目は、企業活動の状況の他、以下の組込み/IoT産業の動向を把握するためのものとした。

調査の概要 （3）調査項目

カテゴリ 設問番号 設問

1.企業活動の状況

Q1 企業プロファイル（社名/事業部門名/所在地/設立年/電話番号・メールアドレス/回答者の立場）

Q2 事業規模（従業員数/売上高）
Q3 組込み/IoT産業における主な位置づけ
Q4 主な事業分野/開発機器/提供製品・サービス

2.事業環境の変化

Q5 現在の事業における課題
Q6 競争優位性
Q7 取引形態（現在/5年後）
Q8 事業形態（現在/5年後）
Q9 製品・サービスの提供先（現在/5年後）
Q10 製品・サービスの拠点（現在/5年後）

3.DXに関する取り組み

Q11 DXの動きによる事業への影響等（事業への影響/DXの必要性/DXの取り組み状況）
Q12 DXについて設定した目標
Q13 DXについて実際に取り組んだこと
Q14 デジタル産業を構成する企業類型の各類型ごとの当てはまりの度合い（現在/5年後）
Q15 DXの進め方
Q16 DXの行動指針/行動指針の内容
Q17 DXの効果

4.技術に関する取り組み

Q18 製品・サービスに関わる要件の変化
Q19 製品・サービスに関わる要件の変化への対応
Q20 開発スタイル（開発手法）ごとの実施の状況（現在/5年後）
Q21 事業を推進するための技術（現在必要な技術/強みとしている技術/将来獲得したい技術）

Q22
事業を推進するための製品・サービスに関わるハードウェア
（現在必要なハードウェア/強みとしているハードウェア/将来、強化・採用したいハードウェア）

5.人材に関する取り組み
Q23 重要と位置付けている人材の確保・強化度
Q24 人材の確保・強化のために取り組んだこと
Q25 人材の確保・強化のために取り組みで課題と感じたこと

6.調査への要望他 Q26 今後本調査に加えるべき項目

7.ヒアリング調査についてのご協力のお願い Q27 ヒアリング調査への協力可否
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調査の概要 （4）集計結果一覧

(Q4以外)B+C+D

位置づけ別 従業員別 地域別 事業分野別
提供製品・サービス

提供先別
DXの状況別 その他 経年変化

散布図

Q3.主要な位置づけ

(現在)

[A,B,C,D,(E)]

Q2-A.従業員数

[20人以下、

21人以上100人以下、

101人以上]

Q1.所在地

（経済産業局の管

轄区域の分類)

Q4.事業分野

(現在)

Q9. 提供製品・サービス提

供先(現在)

[B2C、B2C･B2B半々、

B2B]

Q11-Ａ.DXの

取り組み状況

Q1.設立年

[～1980年、1981～

2000年、2001年～]

※過去データは

別途提供

1. 企業活動の状況 Q1-C 地域 ○ ○ ○

Q1-D 設立年 ○

Q1-F 回答者の立場 ○

Q2-A 従業員数 ○ ○ ○ ○

Q2-B 売上高 ○ ○ ○ ○

Q3-1 組込み/IoT産業の位置づけ ○ ○

Q3-2 取引先（納品先）の位置づけ ○

Q4 事業分野 ○ ○ ○ ○ ○

開発機器 ○ ○ ○ ○

提供製品・サービス ○ ○ ○ ○

2. 事業環境の変化 Q5 現在の事業における課題 ○ ○ ○ 〇 〇 〇

Q6 競争優位性 ○ ○ ○ 〇 〇

Q7 取引形態 ○ ○ ○ ○ 〇 ○

Q8 事業形態 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

Q9 製品・サービスの提供先 ○ ○

Q10-A 製品・サービスの拠点－企画 ○ ○

Q10-B 製品・サービスの拠点－開発 ○ ○

Q10-C 製品・サービスの拠点－生産 ○ ○

3. DXに関する取り組み Q11-A DXの動きによる事業への影響等－DX全般 ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

Q11-B DXの動きによる事業への影響等－製造分野向けDX ○ ○ ○ 〇 ○ ○

Q12 DXについて設定した目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q13 DXについての取り組み ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q14 当てはまる企業類型 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q15 DXの進め方 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q16-1 DXの行動指針策定状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○

Q16-2 DXの行動指針に入れている内容 ○

Q17 DXの効果 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4. 技術に関する取り組みQ18 製品・サービスに関わる要件の変化 ○ ○ ○ ○ ○

Q19 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 ○ ○ ○ ○ ○

Q20 開発スタイル ○ ○

Q21 事業を推進するための技術 ○ ○ ○ ○

Q22 事業推進等に関わるハードウェア ○ ○ ○ ○

5. 人材に関する取り組みQ23 確保・強化したい人材 ○ ○

Q24 人材の確保・強化においての取り組み ○ ○

Q25 人材の確保・強化においての課題 ○ ○ ○

集計対象：全て

単純集計



◼調査結果



１．企業活動の状況
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Q1-C. 地域

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

7%

21%

35%10%

15%

6%

6%

北海道・東北 (n=84)

関東（除く東京） (n=257)

東京 (n=423)

中部 (n=117)

近畿 (n=178)

中国・四国 (n=79)

九州・沖縄 (n=76)

地域の構成割合 （N=1214）
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Q1-C. 地域 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

5%

6%

8%

8%

13%

22%

21%

20%

22%

13%

31%

32%

40%

36%

50%

10%

13%

8%

8%

5%

16%

16%

12%

14%

10%

8%

7%

8%

4%

8%

7%

5%

5%

7%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:ユーザー企業（n=325）

B:メーカー企業（n=267）

C:サブシステム提供企業（n=194）

D:サービス提供企業（n=388）

E:その他（n=40）

北海道・東北 関東（除く東京） 東京 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄
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Q1-C. 地域 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

※2016年度～2019年度の集計は、B.メーカー企業と「系列ソフトウェア企業」、「受託ソフトウェア企業」、「独立系ソフトウェア企業」を
対象にしている。

7%

8%

7%

7%

6%

9%

8%

57%

52%

51%

52%

52%

45%

58%

10%

8%

9%

11%

15%

15%

13%

14%

18%

16%

14%

16%

17%

12%

6%

8%

7%

9%

5%

6%

3%

6%

7%

8%

7%

6%

6%

6%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度（B～D）（N=849）

2021年度（B～D）（N=737）

2020年度（B～D）（N=963）

2019年度（N=566）

2018年度（N=307）

2017年度（N=236）

2016年度（N=172）

北海道･東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 不明
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Q1-D. 設立年

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

2 1 1 4 9 8
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▼中央値：1988年
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36%

36%

28%

1980年まで (n=375)

1981年から2000年まで (n=377)

2001年以降 (n=292)

設立年でクロス分析
をするときの構成比
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Q1-F. 回答者の立場 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

89%

84%

87%

90%

95%

11%

16%

13%

10%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:ユーザー企業（n=325）

B:メーカー企業（n=267）

C:サブシステム提供企業（n=194）

D:サービス提供企業（n=388）

E:その他（n=40）

会社全体 事業部門
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Q2-A. 従業員数

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

従業員数の構成割合（N＝1214）

14%

10%

12%

8%

14%

13%

10%

5%

8%

4%
1%

1%

1～5人 (n=173) 6～10人 (n=121)

11～20人 (n=141) 21～30人 (n=100)

31～50人 (n=167) 51～100人 (n=161)

101～200人 (n=119) 201～300人 (n=66)

301～1,000人 (n=97) 1,001～5,000人 (n=49)

5,001～10,000人 (n=6) 10,001人以上 (n=14)
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Q2-A. 従業員数 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

7%

15%

21%

16%

15%

6%

11%

13%

11%

10%

8%

14%

11%

13%

13%

9%

6%

11%

9%

8%

15%

10%

12%

16%

13%

12%

13%

11%

15%

15%

13%

11%

8%

7%

13%

7%

4%

5%

5%

10%

11%

10%

4%

7%

8%

4%

2%

2%

5%

2% 2%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:ユーザー企業（n=325）

B:メーカー企業（n=267）

C:サブシステム提供企業（n=194）

D:サービス提供企業（n=388）

E:その他（n=40）

1～5人 6～10人 11～20人 21～30人 31～50人 51～100人

101～200人 201～300人 301人～1,000人 1,001～5,000人 5,001～10,000人 10,001人以上
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Q2-A. 従業員数 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

16%

39%

61%

33%

44%

25%

52%

17%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=375）

1981～2000年（n=377）

2001年～（n=292）

～20人 21人～100人 101人～
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Q2-A. 従業員数 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

※2016年度～2019年度の集計は、B.メーカー企業と「系列ソフトウェア企業」、「受託ソフトウェア企業」、「独立系ソフトウェア企業」を
対象にしている。

17%

26%

17%

10%

16%

12%

11%

11%

14%

13%

8%

8%

7%

11%

13%

16%

13%

10%

14%

12%

11%

8%

9%

9%

9%

7%

10%

6%

13%

10%

13%

12%

14%

17%

11%

14%

12%

15%

17%

15%

14%

14%

9%

6%

9%

14%

9%

10%

14%

4%

3%

4%

5%

4%

4%

4%

11%

4%

8%

14%

12%

14%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度（B～D）（N=849）

2021年度（B～D）（N=736）

2020年度（B～D）（N=963）

2019年度（N=566）

2018年度（N=292）

2017年度（N=224）

2016年度（N=170）

1～5人 6～10人 11～20人 21～30人 31～50人 51～100人 101～200人 201～300人 301人以上
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Q2-B. 売上高 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

14%

31%

42%

37%

33%

16%

16%

22%

24%

18%

11%

14%

13%

13%

15%

14%

10%

9%

10%

3%

14%

9%

5%

9%

15%

7%

4%

4%

1%

10%

12%

9%

2%

4%

3%

2%

3%

1%

3%

10%

4%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:ユーザー企業（n=325）

B:メーカー企業（n=267）

C:サブシステム提供企業（n=194）

D:サービス提供企業（n=388）

E:その他（n=40）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上
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Q2-B. 売上高 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

75%

9%

19%

36%

1%

4%

29%

4%

18%

14%

1%

6%

26%

1%

13% 23% 6% 14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=435）

21～100人（n=428）

101人～（n=351）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上
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Q2-B. 売上高 （地域別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

30%

33%

27%

26%

36%

27%

33%

23%

24%

19%

14%

17%

20%

17%

11%

11%

14%

15%

10%

22%

11%

13%

10%

12%

11%

10%

4%

12%

14%

9%

10%

9%

9%

10%

9%

4%

4%

3%

6%

3%

5%

11%

5%

5%

7%

9%

9%

8%

8%

1%

2%

2%

2%

4%

1%

2%

5%

9%

6%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道・東北（n=84）

関東（除く東京）（n=257）

東京（n=423）

中部（n=117）

近畿（n=178）

中国・四国（n=79）

九州・沖縄（n=76）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上
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Q2-B. 売上高 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

※2016年度～2019年度の集計は、B.メーカー企業と「系列ソフトウェア企業」、「受託ソフトウェア企業」、「独立系ソフトウェア企業」を
対象にしている。

36%

50%

36%

26%

31%

26%

30%

21%

20%

20%

19%

20%

21%

15%

13%

13%

15%

15%

14%

17%

12%

10%

7%

11%

11%

9%

10%

12%

8%

5%

9%

10%

7%

11%

8%

3%

3%

7%

6%

3%

5%

5%

2%

4%

8%

7%

5%

4%

2%

1%

2%

2%

1%

4%

2%

1%

2%

2%

3%

7%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度（B～D）（N=849）

2021年度（B～D）（N=735）

2020年度（B～D）（N=960）

2019年度（N=550）

2018年度（N=289）

2017年度（N=225）

2016年度（N=169）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

0 100 200 300 400 500 600

A．ユーザー企業 (n=495)

B．メーカー企業 (n=542)

C．サブシステム提供企業 (n=517)

D．サービス提供企業 (n=569)

E．その他 (n=47)

(件)

25

Q3-1. 組込み／IoT産業における位置づけであてはまるものすべて（複数回答） 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

0 100 200 300 400 500 600

A．ユーザー企業 (n=498)

B．メーカー企業 (n=460)

C．サブシステム提供企業 (n=452)

D．サービス提供企業 (n=556)

E．その他 (n=50)

(件)

組込み／IoT産業における位置づけ【現在】 （N=1214） ※複数回答 組込み／IoT産業における位置づけ【5年後】 （N=1214） ※複数回答
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Q3-1. 組込み／IoT産業における位置づけ（主要な位置づけ） 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

現在の位置づけの構成割合（N＝1214） 5年後の位置づけの構成割合（N＝1214）

27%

22%

16%

32%

3%

A．ユーザー企業 (n=325)

B．メーカー企業 (n=267)

C．サブシステム提供企業 (n=194)

D．サービス提供企業 (n=388)

E．その他 (n=40)

25%

27%17%

28%

3%

A．ユーザー企業 (n=308)

B．メーカー企業 (n=328)

C．サブシステム提供企業 (n=208)

D．サービス提供企業 (n=334)

E．その他 (n=36)



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

27

Q3-1. 組込み／IoT産業における位置づけ（主要な位置づけ） 【現在】 （経年変化）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

27%

24%

25%

20%

22%

19%

27%

22% 47%

16%

18%

18%

32%

33%

18%

3%

7%

13%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度（N=1214）

2021年度（N=1064）

2020年度（N=1540）

2019年度（N=822）

A.ユーザー企業 B.メーカー企業 (2019年度)ソフトウェア関連企業 C.サブシステム提供企業 D.サービス提供企業 E.その他
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Q3-2. 取引先の組込み／IoT産業における位置づけ 【現在・ 5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

0 200 400 600 800

A．ユーザー企業 (n=741)

B．メーカー企業 (n=622)

C．サブシステム提供企業 (n=389)

D．サービス提供企業 (n=321)

E．その他 (n=59)

(件)

取引先の組込み／IoT産業における位置づけ 【現在】 （N=1214） ※複数回答

0 200 400 600 800

A．ユーザー企業 (n=760)

B．メーカー企業 (n=656)

C．サブシステム提供企業 (n=414)

D．サービス提供企業 (n=335)

E．その他 (n=58)

(件)

取引先の組込み／IoT産業における位置づけ 【5年後】 （N=1214） ※複数回答
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46%

30%

10%

10%
4%

A．ユーザー企業 (n=554)

B．メーカー企業 (n=368)

C．サブシステム提供企業 (n=115)

D．サービス提供企業 (n=124)

E．その他 (n=53)
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Q3-2. 取引先の組込み／IoT産業における位置づけ（主要な位置づけ） 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

現在の取引先位置づけの構成割合（N＝1214） 5年後の取引先位置づけの構成割合（N＝1214）

45%

29%

11%

11%

4%

A．ユーザー企業 (n=545)

B．メーカー企業 (n=349)

C．サブシステム提供企業 (n=130)

D．サービス提供企業 (n=136)

E．その他 (n=54)
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Q4. 事業分野

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業分野の構成 （N=1017） ※複数回答

49%

23%

19%

18%

17%

15%

14%

13%

12%

11%

10%

9%

8%

8%

6%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

工場／プラント（製造業・食品加工を含む）

通信／放送

オフィス／店舗（宿泊・飲食サービス等を含む）

流通／物流

移動／交通

病院／医療

住宅／生活

建築／土木

金融／保険／不動産

公共サービス（電気・ガス・水道等を含む）

健康／介護／スポーツ

教育／研究（専門・技術サービス等を含む）

防犯／防災

農林水産

印刷／製版

その他の事業
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Q4. 事業分野 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

31%

10%

14%

14%

12%

15%

19%

37%

8%

13%

18%

10%

9%

15%

25%

42%

29%

27%

19%

20%

24%

29%

32%

26%

7%

25%

34%

24%

46%

40%

21%

16%

17%

21%

15%

21%

20%

17%

19%

17%

17%

16%

16%

14%

14%

16%

18%

15%

23%

42%

51%

45%

43%

39%

31%

20%

68%

45%

32%

52%

31%

29%

36%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工場／プラント(n=484)

通信／放送(n=232)

オフィス／店舗(n=190)

流通／物流(n=182)

移動／交通(n=168)

病院／医療(n=147)

住宅／生活(n=140)

建築／土木(n=131)

金融／保険／不動産(n=116)

公共サービス(n=106)

健康／介護／スポーツ(n=104)

教育／研究(n=88)

防犯／防災(n=80)

農林水産(n=80)

印刷／製版(n=61)

その他(n=103)

A:ユーザー企業 B:メーカー企業 C:サブシステム提供企業 D:サービス提供企業
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33%

35%

37%

28%

25%

33%

33%

26%

27%

19%

38%

38%

25%

29%

38%

31%

34%

34%

37%

38%

32%

31%

29%

27%

40%

35%

30%

32%

31%

39%

31%

41%

33%

31%

26%

33%

43%

36%

38%

47%

33%

46%

32%

30%

43%

32%

31%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工場／プラント(n=496)

通信／放送(n=236)

オフィス／店舗(n=193)

流通／物流(n=186)

移動／交通(n=171)

病院／医療(n=151)

住宅／生活(n=144)

建築／土木(n=136)

金融／保険／不動産(n=118)

公共サービス(n=109)

健康／介護／スポーツ(n=105)

教育／研究(n=91)

防犯／防災(n=83)

農林水産(n=82)

印刷／製版(n=65)

その他(n=116)

～20人 21～100人 101人～

32

Q4. 事業分野 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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Q4. 事業分野 （地域別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

6%

8%

8%

7%

7%

8%

6%

7%

6%

11%

8%

8%

2%

15%

5%

8%

22%

24%

21%

20%

24%

24%

20%

23%

17%

17%

23%

23%

19%

20%

15%

23%

29%

45%

32%

37%

35%

38%

33%

34%

57%

45%

32%

38%

40%

26%

35%

33%

11%

6%

8%

10%

11%

7%

10%

9%

3%

6%

10%

5%

12%

2%

11%

9%

17%

10%

15%

14%

13%

14%

19%

12%

7%

8%

17%

11%

12%

17%

20%

14%

8%

3%

10%

7%

4%

5%

6%

7%

5%

6%

7%

9%

10%

12%

8%

8%

7%

4%

6%

5%

6%

5%

6%

8%

6%

6%

4%

5%

5%

9%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工場／プラント(n=496)

通信／放送(n=236)

オフィス／店舗(n=193)

流通／物流(n=186)

移動／交通(n=171)

病院／医療(n=151)

住宅／生活(n=144)

建築／土木(n=136)

金融／保険／不動産(n=118)

公共サービス(n=109)

健康／介護／スポーツ(n=105)

教育／研究(n=91)

防犯／防災(n=83)

農林水産(n=82)

印刷／製版(n=65)

その他(n=116)

北海道・東北 関東（除く東京） 東京 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄
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Q4. 事業分野 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

事業分野 （2022年度 N=707、2021年度 N=695、2020年度 N=671）

47%

23%

22%

21%

18%

16%

12%

12%

10%

10%

37%

30%

18%

15%

14%

9%

10%

9%

9%

6%

46%

26%

18%

20%

16%

15%

11%

11%

11%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

工場／プラント

オフィス／店舗

流通／物流

移動／交通

病院／医療

住宅／生活

健康／介護／スポーツ

建築／土木

防犯／防災

農林水産

2022年度 2021年度 2020年度
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Q4. 開発機器

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

開発機器の構成 （複数回答 N=715）

47%

35%

20%

16%

15%

14%

10%

9%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報通信機器

工業制御／FA機器／産業機器

運輸機器／建設機器

医療機器

業務用端末機器

設備機器

AV機器／家電機器

個人用情報機器

その他の開発機器
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11%

18%

22%

17%

12%

13%

16%

6%

34%

22%

35%

20%

35%

22%

39%

8%

11%

30%

20%

28%

20%

24%

29%

22%

39%

32%

18%

47%

20%

38%

24%

37%

26%

36%

51%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報通信機器(n=332)

工業制御／FA機器／産業機器(n=249)

運輸機器／建設機器(n=144)

医療機器(n=112)

業務用端末機器(n=103)

設備機器(n=97)

AV機器／家電機器(n=74)

個人用情報機器(n=63)

その他(n=79)

A:ユーザー企業 B:メーカー企業 C:サブシステム提供企業 D:サービス提供企業

36

Q4. 開発機器 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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43%

37%

26%

37%

27%

29%

28%

23%

42%

32%

34%

34%

33%

35%

35%

41%

34%

31%

25%

29%

40%

30%

38%

37%

31%

42%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

情報通信機器(n=338)

工業制御／FA機器／産業機器(n=252)

運輸機器／建設機器(n=146)

医療機器(n=114)

業務用端末機器(n=104)

設備機器(n=98)

AV機器／家電機器(n=75)

個人用情報機器(n=64)

その他(n=86)

～20人 21～100人 101人～

37

Q4. 開発機器 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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Q4. 開発機器 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

開発機器 （2022年度 N=568、2021年度 N=579、2020年度 N=729）

52%

36%

20%

16%

16%

15%

11%

10%

49%

28%

10%

11%

13%

10%

8%

7%

35%

18%

13%

22%

17%

11%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報通信機器

工業制御／FA機器／産業機器

運輸機器／建設機器

医療機器

業務用端末機器

設備機器

AV機器／家電機器

個人用情報機器

2022年度 2021年度 2020年度
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Q4. 提供製品・サービス

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

製品・サービスの構成 （複数回答 N=886）

60%

58%

38%

27%

16%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

受託開発・人材派遣

ソフトウェア製品開発

運用サービス

ハードウェア製品開発

支援サービス

その他の製品・サービス
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9%

8%

8%

11%

8%

68%

17%

24%

20%

42%

15%

14%

19%

26%

16%

28%

12%

7%

55%

42%

56%

19%

65%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受託開発・人材派遣(n=523)

ソフトウェア製品開発(n=504)

運用サービス(n=329)

ハードウェア製品開発(n=239)

支援サービス(n=139)

その他(n=56)

A:ユーザー企業 B:メーカー企業 C:サブシステム提供企業 D:サービス提供企業

40

Q4. 提供製品・サービス （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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Q4. 提供製品・サービス （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

38%

40%

35%

41%

33%

40%

38%

36%

36%

31%

36%

34%

24%

24%

30%

28%

30%

26%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受託開発・人材派遣(n=530)

ソフトウェア製品開発(n=515)

運用サービス(n=333)

ハードウェア製品開発(n=241)

支援サービス(n=141)

その他(n=62)

～20人 21～100人 101人～
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Q4. 提供製品・サービス （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

提供製品・サービス （2022年度 N=732、2021年度 N=699、2020年度 N=757）

66%

64%

59%

29%

60%

62%

35%

22%

58%

69%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

受託開発・人材派遣

ソフトウェア製品開発

開発支援・運用管理

ハードウェア製品開発

2022年度 2021年度 2020年度



２．事業環境の変化
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Q5. 現在の事業における課題

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

現在の事業における課題 （N=1180）

68%

60%

50%

41%

25%

22%

15%

14%

8%

6%

19%

25%

32%

39%

47%

43%

27%

34%

36%

27%

17%

4%

5%

5%

7%

9%

23%

32%

35%

33%

38%

46%

17%

2%

2%

2%

2%

5%

14%

12%

9%

20%

22%

31%

1%

2%

2%

2%

4%

5%

5%

7%

7%

9%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化 (n=1150)

収益性の向上 (n=1133)

製品・サービス・技術の確保・強化 (n=1131)

知識・ノウハウの蓄積・共有 (n=1119)

市場動向の取得 (n=1102)

資金の確保 (n=1102)

設備の更新・拡張 (n=1088)

コーポレート・ガバナンスの強化 (n=1091)

サプライチェーンの再構築 (n=1086)

許認可等に係る規制・制度の緩和 (n=1080)

その他 (n=48)

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q5. 現在の事業における課題 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

68%

69%

55%

43%

30%

25%

25%

19%

10%

7%

25%

25%

34%

47%

40%

30%

38%

41%

29%

19%

3%

3%

7%

7%

21%

29%

25%

29%

38%

45%

5%

12%

7%

7%

16%

20%

3%

4%

4%

4%

4%

7%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・強化（n=305）

収益性の向上（n=301）

製品・サービス・技術の確保・強化…

知識・ノウハウの蓄積・共有（n=296）

市場動向の取得（n=292）

資金の確保（n=291）

設備の更新・拡張（n=292）

コーポレート・ガバナンスの強化（n=289）

サプライチェーンの再構築（n=288）

許認可等に係る規制・制度の緩和…

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない
当てはまらない どちらともいえない

ユーザー企業

69%

58%

52%

41%

24%

21%

12%

12%

9%

5%

24%

31%

38%

43%

45%

28%

34%

40%

26%

16%

4%

6%

7%

14%

24%

33%

35%

32%

37%

46%

4%

15%

14%

7%

20%

22%

4%

6%

9%

8%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・強化（n=181）

収益性の向上（n=175）

製品・サービス・技術の確保・強化…

知識・ノウハウの蓄積・共有（n=176）

市場動向の取得（n=172）

資金の確保（n=171）

設備の更新・拡張（n=172）

コーポレート・ガバナンスの強化…

サプライチェーンの再構築（n=172）

許認可等に係る規制・制度の緩…

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない

当てはまらない どちらともいえない

サブシステム提供企業

74%

57%

47%

41%

19%

19%

9%

12%

4%

5%

21%

36%

40%

46%

45%

25%

28%

30%

19%

14%

3%

5%

9%

9%

25%

33%

42%

37%

40%

47%

3%

18%

16%

13%

30%

25%

5%

6%

8%

7%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・強化（n=370）

収益性の向上（n=364）

製品・サービス・技術の確保・強化…

知識・ノウハウの蓄積・共有（n=356）

市場動向の取得（n=350）

資金の確保（n=351）

設備の更新・拡張（n=341）

コーポレート・ガバナンスの強化…

サプライチェーンの再構築（n=341）

許認可等に係る規制・制度の緩…

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない

当てはまらない どちらともいえない

サービス提供企業

63%

59%

52%

39%

27%

25%

15%

15%

10%

7%

29%

34%

42%

51%

47%

27%

38%

35%

38%

19%

8%

7%

5%

8%

20%

32%

34%

34%

34%

48%

11%

10%

8%

12%

19%

3%

5%

3%

8%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・強化（n=256）

収益性の向上（n=256）

製品・サービス・技術の確保・強化…

知識・ノウハウの蓄積・共有（n=253）

市場動向の取得（n=251）

資金の確保（n=253）

設備の更新・拡張（n=247）

コーポレート・ガバナンスの強化（n=249）

サプライチェーンの再構築（n=249）

許認可等に係る規制・制度の緩和…

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない
当てはまらない どちらともいえない

メーカー企業
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Q5. 現在の事業における課題 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

54%
56%

42%
35%

20%
31%

10%
10%

7%
7%

30%
32%

42%
46%

41%
28%

32%
26%

25%
15%

9%
7%

10%
13%

28%
26%

39%
40%

36%
41%

5%
2%

2%
3%

6%
10%

15%
15%

24%
28%

2%
2%
3%
3%

5%
5%
5%

9%
8%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=410）
収益性の向上（n=404）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=406）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=398）

市場動向の取得（n=387）
資金の確保（n=395）

設備の更新・拡張（n=384）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=385）

サプライチェーンの再構築（n=385）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=382）

～20人

75%
62%

53%
42%

24%
20%

16%
14%

6%
4%

22%
33%

38%
48%

44%
28%

32%
39%

25%
17%

2%
4%

5%
7%

23%
32%
35%

33%
42%

48%

2%
5%

16%
11%
8%

21%
22%

2%

4%
4%

6%
7%
6%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=408）
収益性の向上（n=400）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=395）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=396）

市場動向の取得（n=390）
資金の確保（n=389）

設備の更新・拡張（n=384）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=386）

サプライチェーンの再構築（n=383）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=380）

21～100人

77%
64%

57%
46%

31%
14%

21%
21%

11%
8%

20%
30%

35%
45%

46%
25%

38%
43%

32%
19%

2%
4%
6%

7%
16%

39%
28%

26%
35%

50%

1%
3%

16%
9%
5%

14%
14%

1%
2%

4%
6%

3%
5%

7%
8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=332）
収益性の向上（n=329）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=330）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=325）

市場動向の取得（n=325）
資金の確保（n=318）

設備の更新・拡張（n=320）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=320）

サプライチェーンの再構築（n=318）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=318）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

101人～



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

47

Q5. 現在の事業における課題 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

61%
64%

48%
41%

32%
29%

18%
17%

12%
8%

30%
29%

40%
46%

40%
35%

36%
34%

26%
23%

7%
6%

6%
10%

19%
23%

33%
31%

39%
40%

0%
1%

4%
7%
7%

8%
12%

17%

1%

5%
2%

4%
6%
6%

10%
12%
12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=145）
収益性の向上（n=142）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=146）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=141）

市場動向の取得（n=139）
資金の確保（n=140）

設備の更新・拡張（n=137）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=139）

サプライチェーンの再構築（n=139）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=137）

B2C中心

54%
53%

34%
36%

22%
26%

9%
14%

6%
8%

28%
33%

51%
43%

37%
21%

41%
34%

28%
15%

11%
9%

9%
15%

36%
38%

41%
40%

48%
55%

6%
3%

4%
4%
1%

12%
6%

6%
12%

17%

2%
2%
1%
1%

3%
3%

3%
6%
6%
6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=65）
収益性の向上（n=66）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=67）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=67）

市場動向の取得（n=67）
資金の確保（n=66）

設備の更新・拡張（n=66）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=65）

サプライチェーンの再構築（n=65）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=66）

B2C、B2B半々

71%
61%

53%
41%

24%
21%

15%
14%

8%
6%

23%
32%

38%
48%

45%
26%

33%
37%

28%
16%

4%
4%

7%
8%

22%
33%

34%
32%

36%
47%

2%
2%
1%
2%

5%
16%
13%
10%

23%
23%

4%
4%

4%
6%
6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・強化（n=867）
収益性の向上（n=855）

製品・サービス・技術の確保・強化（n=851）
知識・ノウハウの蓄積・共有（n=845）

市場動向の取得（n=832）
資金の確保（n=832）

設備の更新・拡張（n=824）
コーポレート・ガバナンスの強化（n=825）

サプライチェーンの再構築（n=822）
許認可等に係る規制・制度の緩和（n=818）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

B2B中心



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

48

Q6. 競争優位性

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

競争優位性 （N=1185）

18%

16%

12%

10%

9%

4%

3%

31%

34%

37%

32%

29%

32%

13%

9%

36%

42%

41%

46%

41%

43%

48%

69%

9%

4%

12%

14%

16%

31%

30%

9%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力 (n=1141)

製品・サービスの品質 (n=1140)

現場力（現場の課題発見力・問題解決力） (n=1125)

製品・サービスのコスト (n=1131)

変化に対する対応力 (n=1127)

商品企画力・マーケティング力 (n=1118)

生産自動化・省力化 (n=1114)

その他 (n=13)

優位（他社より優れている） やや優位 同等（他社と同程度） やや劣位 劣位（他社より劣っている）
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Q6. 競争優位性 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

23%

17%

14%

13%

9%

5%

4%

33%

36%

31%

25%

31%

16%

11%

32%

38%

40%

40%

41%

38%

44%

8%

7%

13%

20%

16%

31%

29%

4%

10%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力（n=260）

製品・サービスの品質（n=258）

現場力（現場の課題発見力・問…

製品・サービスのコスト（n=259）

変化に対する対応力（n=256）

商品企画力・マーケティング力…

生産自動化・省力化（n=256）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

メーカー企業

25%

15%

13%

11%

10%

3%

3%

40%

40%

33%

35%

31%

12%

7%

26%

41%

37%

43%

39%

44%

50%

7%

3%

15%

11%

17%

32%

31%

3%

3%

9%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力（n=183）

製品・サービスの品質（n=182）

現場力（現場の課題発見力・問…

製品・サービスのコスト（n=178）

変化に対する対応力（n=178）

商品企画力・マーケティング力…

生産自動化・省力化（n=174）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

サブシステム提供企業

18%

15%

14%

11%

8%

3%

37%

36%

34%

34%

40%

11%

7%

37%

45%

43%

45%

38%

39%

49%

7%

4%

8%

10%

12%

36%

34%

11%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力（n=363）

製品・サービスの品質（n=358）

現場力（現場の課題発見力・問…

製品・サービスのコスト（n=357）

変化に対する対応力（n=354）

商品企画力・マーケティング力…

生産自動化・省力化（n=348）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

サービス提供企業

11%

16%

9%

6%

8%

4%

30%

39%

31%

25%

25%

14%

13%

43%

41%

42%

54%

44%

50%

48%

11%

3%

14%

15%

18%

26%

27%

4%

4%

5%

7%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力（n=298）

製品・サービスの品質（n=306）

現場力（現場の課題発見力・問…

製品・サービスのコスト（n=301）

変化に対する対応力（n=301）

商品企画力・マーケティング力…

生産自動化・省力化（n=299）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

ユーザー企業
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Q6. 競争優位性 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

24%

16%

16%

14%

13%

4%

2%

34%

38%

32%

35%

39%

15%

8%

31%

39%

37%

39%

32%

36%

44%

8%

5%

11%

11%

12%

34%

34%

2%

4%

4%

11%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=410）

製品・サービスの品質（n=407）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=396）

製品・サービスのコスト（n=404）

変化に対する対応力（n=399）

商品企画力・マーケティング力（n=397）

生産自動化・省力化（n=394）

～20人

15%

16%

9%

11%

7%

3%

3%

34%

35%

29%

27%

29%

14%

8%

37%

44%

45%

46%

43%

42%

49%

10%

4%

16%

14%

17%

31%

29%

2%

1%

3%

10%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=401）

製品・サービスの品質（n=400）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=399）

製品・サービスのコスト（n=398）

変化に対する対応力（n=397）

商品企画力・マーケティング力（n=397）

生産自動化・省力化（n=390）

21～100人

15%

15%

12%

4%

7%

4%

3%

33%

39%

37%

25%

26%

10%

12%

41%

43%

42%

53%

48%

54%

53%

8%

3%

8%

16%

18%

27%

26%

2%

2%

2%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=330）

製品・サービスの品質（n=333）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=330）

製品・サービスのコスト（n=329）

変化に対する対応力（n=331）

商品企画力・マーケティング力（n=324）

生産自動化・省力化（n=330）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

101人～
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Q6. 競争優位性 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

27%

27%

13%

14%

8%

5%

4%

33%

36%

33%

31%

38%

24%

11%

29%

32%

40%

44%

34%

38%

44%

8%

5%

14%

11%

18%

26%

32%

3%

6%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=147）

製品・サービスの品質（n=147）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=144）

製品・サービスのコスト（n=144）

変化に対する対応力（n=143）

商品企画力・マーケティング力（n=140）

生産自動化・省力化（n=142）

B2C中心

19%

13%

13%

16%

9%

6%

1%

33%

35%

29%

18%

37%

9%

13%

33%

43%

44%

46%

41%

54%

53%

10%

9%

12%

18%

12%

24%

25%

4%

3%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=69）

製品・サービスの品質（n=69）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=68）

製品・サービスのコスト（n=68）

変化に対する対応力（n=68）

商品企画力・マーケティング力（n=68）

生産自動化・省力化（n=68）

B2C、B2B半々

17%

14%

13%

9%

9%

3%

3%

35%

38%

33%

31%

32%

12%

9%

37%

43%

40%

45%

40%

42%

48%

8%

4%

12%

14%

16%

32%

30%

2%

2%

3%

10%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術開発力（n=860）

製品・サービスの品質（n=859）

現場力（現場の課題発見力・問題解決力）（n=852）

製品・サービスのコスト（n=856）

変化に対する対応力（n=852）

商品企画力・マーケティング力（n=850）

生産自動化・省力化（n=844）

優位 やや優位 同等 やや劣位 劣位

B2B中心
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Q7. 取引形態 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

22%

12%

25%

17%

13%

26%

12%

13%

21%

22%

7%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在 (N=1166)

5年後 (N=1122)

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない
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Q7. 取引形態 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

25%

21%

20%

24%

23%

27%

26%

24%

12%

14%

13%

13%

12%

14%

15%

11%

20%

18%

21%

23%

8%

7%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=311）

メーカー企業（n=259）

サブシステム提供企業（n=187）

サービス提供企業（n=372）

【現在】

15%

10%

10%

11%

15%

19%

21%

17%

23%

30%

25%

26%

15%

12%

14%

12%

20%

20%

22%

26%

12%

10%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=305）

メーカー企業（n=251）

サブシステム提供企業（n=178）

サービス提供企業（n=352）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q7. 取引形態 【現在・5年後】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

25%

19%

23%

21%

25%

28%

14%

13%

12%

13%

12%

12%

18%

27%

18%

9%

4%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=424）

21～100人（n=412）

101人～（n=330）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【現在】

13%

9%

13%

16%

17%

20%

26%

29%

23%

11%

12%

17%

22%

27%

18%

13%

8%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=401）

21～100人（n=398）

101人～（n=323）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q7. 取引形態 【現在・5年後】 （地域別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

34%

20%

22%

28%

21%

13%

23%

20%

27%

25%

25%

25%

19%

23%

13%

13%

13%

10%

12%

10%

19%

11%

14%

13%

9%

10%

18%

7%

16%

19%

22%

21%

24%

27%

20%

6%

7%

4%

7%

8%

12%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道・東北（n=80）

関東（除く東京）（n=246）

東京（n=404）

中部（n=110）

近畿（n=174）

中国・四国（n=77）

九州・沖縄（n=75）

【現在】

20%

10%

12%

12%

11%

4%

14%

17%

17%

20%

22%

12%

15%

13%

28%

30%

26%

17%

27%

24%

24%

11%

11%

12%

13%

15%

13%

20%

16%

20%

23%

23%

24%

28%

23%

8%

12%

8%

13%

11%

16%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道・東北（n=75）

関東（除く東京）（n=240）

東京（n=386）

中部（n=109）

近畿（n=166）

中国・四国（n=75）

九州・沖縄（n=71）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q7. 取引形態 【現在】 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

22%

15%

15%

15%

20%

22%

21%

21%

16%

19%

17%

10%

19%

17%

23%

21%

25%

27%

29%

25%

25%

28%

23%

29%

27%

40%

29%

32%

31%

25%

30%

16%

15%

19%

14%

22%

18%

13%

14%

12%

19%

12%

17%

25%

15%

19%

10%

17%

12%

15%

13%

14%

10%

10%

11%

12%

11%

11%

9%

14%

15%

13%

11%

14%

22%

21%

25%

19%

22%

21%

26%

23%

22%

17%

19%

17%

17%

23%

22%

20%

4%

3%

3%

5%

5%

6%

4%

3%

4%

1%

10%

2%

4%

3%

4%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=138）

病院／医療（n=143）

健康／介護／スポーツ（n=99）

農林水産（n=79）

建築／土木（n=131）

工場／プラント（n=475）

オフィス／店舗（n=188）

移動／交通（n=163）

流通／物流（n=178）

防犯／防災（n=81）

金融／保険／不動産（n=115）

印刷／製版（n=63）

通信／放送（n=226）

教育／研究（n=88）

公共サービス（n=105）

その他（n=111）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【現在】
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Q7. 取引形態 【5年後】 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

11%

4%

6%

5%

9%

10%

7%

9%

8%

9%

4%

5%

7%

6%

10%

17%

16%

20%

13%

14%

18%

19%

17%

19%

17%

21%

19%

17%

19%

14%

18%

7%

28%

32%

33%

38%

31%

28%

32%

31%

35%

33%

36%

38%

37%

34%

28%

20%

16%

14%

13%

10%

9%

12%

11%

11%

12%

12%

11%

15%

12%

19%

19%

19%

20%

22%

26%

22%

24%

22%

27%

24%

23%

20%

21%

18%

17%

20%

17%

21%

10%

8%

8%

10%

8%

9%

7%

6%

6%

5%

9%

7%

7%

8%

7%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=135）

病院／医療（n=139）

健康／介護／スポーツ（n=97）

農林水産（n=78）

建築／土木（n=130）

工場／プラント（n=460）

オフィス／店舗（n=180）

移動／交通（n=161）

流通／物流（n=173）

防犯／防災（n=81）

金融／保険／不動産（n=112）

印刷／製版（n=60）

通信／放送（n=221）

教育／研究（n=86）

公共サービス（n=103）

その他（n=111）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q7. 取引形態 【現在・5年後】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

28%

19%

22%

22%

21%

27%

11%

25%

12%

11%

16%

13%

23%

15%

22%

5%

4%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=150）

B2C、B2B半々（n=68）

B2B中心（n=881）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【現在】

15%

9%

11%

17%

15%

18%

21%

36%

27%

12%

18%

13%

26%

15%

23%

8%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=145）

B2C、B2B半々（n=66）

B2B中心（n=850）

垂直統合型の事業が中心 どちらかというと垂直統合型の事業が多い 垂直統合型と水平分業型ほぼ半々

どちらかというと水平分業型の事業が多い 水平分業型の事業が中心 わからない

【5年後】

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

33%

23%

19%

18%

12%

25%

11%

11%

20%

15%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在 (N=1159)

5年後 (N=1132)

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い

プロダクト・サービスほぼ半々 どちらかというとサービス提供型の事業が多い

サービス提供型の事業が中心 わからない
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

46%

42%

39%

13%

18%

26%

21%

13%

7%

15%

16%

12%

6%

7%

7%

22%

14%

7%

12%

37%

9%

4%

5%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=306）

メーカー企業（n=261）

サブシステム提供企業（n=185）

サービス提供企業（n=370）

【現在】

33%

30%

26%

10%

17%

25%

24%

11%

18%

26%

27%

28%

7%

7%

9%

20%

13%

7%

5%

26%

11%

6%

9%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=303）

メーカー企業（n=254）

サブシステム提供企業（n=184）

サービス提供企業（n=355）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

28%

31%

41%

20%

17%

19%

13%

11%

11%

13%

13%

8%

19%

24%

15%

7%

4%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=419）

21～100人（n=411）

101人～（n=329）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【現在】

23%

22%

25%

17%

17%

20%

24%

27%

24%

11%

12%

11%

16%

16%

12%

10%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=404）

21～100人（n=402）

101人～（n=326）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い

プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々 どちらかというとサービス提供型の事業が多い

サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】 （地域別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

38%

32%

30%

33%

39%

34%

31%

19%

18%

20%

16%

17%

23%

17%

11%

14%

10%

13%

11%

12%

16%

13%

12%

11%

13%

11%

10%

11%

15%

18%

25%

21%

16%

13%

16%

4%

6%

5%

4%

6%

8%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道・東北（n=79）

関東（除く東京）（n=246）

東京（n=400）

中部（n=108）

近畿（n=174）

中国・四国（n=77）

九州・沖縄（n=75）

【現在】

29%

23%

20%

21%

30%

24%

22%

21%

20%

17%

18%

14%

17%

19%

22%

27%

25%

21%

24%

25%

23%

8%

9%

12%

16%

8%

13%

18%

12%

12%

18%

17%

15%

9%

14%

9%

8%

8%

8%

9%

12%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道・東北（n=78）

関東（除く東京）（n=244）

東京（n=385）

中部（n=107）

近畿（n=169）

中国・四国（n=76）

九州・沖縄（n=73）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q8. 事業形態 【現在】 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

39%

35%

31%

33%

30%

43%

24%

34%

25%

33%

11%

29%

28%

24%

28%

35%

23%

29%

31%

23%

23%

18%

19%

23%

21%

34%

16%

25%

25%

24%

21%

15%

9%

7%

15%

19%

12%

12%

16%

9%

11%

11%

10%

13%

11%

10%

12%

9%

11%

8%

10%

11%

17%

9%

16%

10%

13%

11%

14%

16%

14%

17%

15%

6%

17%

19%

12%

14%

16%

12%

22%

22%

25%

11%

45%

16%

21%

23%

22%

24%

1%

2%

2%

1%

2%

5%

3%

2%

4%

5%

2%

2%

2%

2%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=139）

病院／医療（n=144）

健康／介護／スポーツ（n=101）

農林水産（n=80）

建築／土木（n=129）

工場／プラント（n=475）

オフィス／店舗（n=187）

移動／交通（n=163）

流通／物流（n=178）

防犯／防災（n=82）

金融／保険／不動産（n=114）

印刷／製版（n=63）

通信／放送（n=228）

教育／研究（n=88）

公共サービス（n=105）

その他（n=109）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い

プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々 どちらかというとサービス提供型の事業が多い

サービス提供型の事業が中心 わからない

【現在】
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Q8. 事業形態 【5年後】 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

26%

23%

18%

23%

20%

30%

15%

21%

17%

13%

7%

18%

18%

14%

17%

21%

21%

20%

21%

25%

25%

21%

15%

23%

17%

27%

8%

23%

20%

19%

17%

19%

27%

24%

29%

30%

22%

24%

30%

29%

26%

32%

35%

32%

32%

30%

33%

20%

8%

13%

14%

9%

14%

9%

19%

11%

18%

11%

22%

10%

12%

12%

16%

12%

13%

14%

11%

9%

13%

8%

16%

12%

17%

16%

24%

13%

14%

20%

15%

18%

5%

6%

6%

4%

6%

8%

4%

3%

6%

1%

5%

5%

4%

6%

2%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=136）

病院／医療（n=143）

健康／介護／スポーツ（n=98）

農林水産（n=79）

建築／土木（n=130）

工場／プラント（n=463）

オフィス／店舗（n=183）

移動／交通（n=163）

流通／物流（n=175）

防犯／防災（n=82）

金融／保険／不動産（n=110）

印刷／製版（n=62）

通信／放送（n=226）

教育／研究（n=86）

公共サービス（n=103）

その他（n=110）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

33%

24%

35%

23%

26%

18%

13%

24%

11%

8%

12%

12%

19%

13%

20%

4%

1%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=150）

B2C、B2B半々（n=68）

B2B中心（n=878）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【現在】

24%

21%

24%

18%

23%

18%

21%

24%

26%

9%

11%

12%

20%

15%

14%

8%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=146）

B2C、B2B半々（n=66）

B2B中心（n=861）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q8. 事業形態 【現在・5年後】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

44%

24%

28%

21%

19%

18%

9%

14%

14%

7%

16%

12%

12%

21%

24%

6%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=359）

1981～2000年（n=362）

2001年～（n=274）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々

どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【現在】

32%

18%

18%

19%

18%

17%

23%

23%

30%

8%

14%

11%

10%

17%

17%

8%

9%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=354）

1981～2000年（n=358）

2001年～（n=263）

プロダクト提供型の事業が中心 どちらかというとプロダクト提供型の事業が多い プロダクト提供型とサービス提供型ほぼ半々
どちらかというとサービス提供型の事業が多い サービス提供型の事業が中心 わからない

【5年後】
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Q9. 製品・サービスの提供先 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

8%

8%

5%

5%

6%

14%

14%

17%

62%

50%

4%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在 (N=1158)

5年後 (N=1129)

エンドユーザへの提供（B2C）が中心 どちらかというとエンドユーザへの提供（B2C）が多い

エンドユーザ（B2C）・ビジネスユーザ（B2B）ほぼ半々 どちらかというとビジネスユーザへの提供（B2B）が多い

ビジネスユーザへの提供（B2B）が中心 わからない
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Q9. 製品・サービスの提供先 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

10%

11%

6%

5%

5%

6%

6%

4%

7%

8%

6%

4%

7%

12%

22%

19%

65%

62%

57%

64%

7%

2%

3%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=307）

メーカー企業（n=260）

サブシステム提供企業（n=186）

サービス提供企業（n=367）

B2Cが中心 どちらかというとB2Cが多い B2CとB2Bほぼ半々 どちらかというとB2Bが多い B2Bが中心 わからない

【現在】

9%

11%

4%

5%

4%

6%

5%

6%

12%

13%

16%

14%

11%

16%

25%

20%

54%

51%

42%

48%

9%

3%

7%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=305）

メーカー企業（n=253）

サブシステム提供企業（n=183）

サービス提供企業（n=352）

B2Cが中心 どちらかというとB2Cが多い B2CとB2Bほぼ半々 どちらかというとB2Bが多い B2Bが中心 わからない

【5年後】

変化がなかった
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Q10-A. 製品・サービスの拠点 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

93%

89%

80%

3%

6%

8%

1%

2%

3% 3%

1%

1%

2%

2%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企画 (N=1142)

開発 (N=1145)

生産 (N=1123)

86%

79%

70%

7%

12%

13%

3%

4%

6%

1%

1%

3%

1%

2%

3%

4%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企画 (N=1142)

開発 (N=1142)

生産 (N=1120)

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【5年後】

【現在】
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Q10-A. 製品・サービスの拠点-企画 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

87%

94%

92%

97%

7%

3%

3%

1%

1%

2%

1% 1% 3%

4%

1%

2%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=304）

メーカー企業（n=261）

サブシステム提供企業（n=177）

サービス提供企業（n=363）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【現在】

81%

87%

84%

90%

10%

8%

7%

5%

3%

3%

3%

2%

1%

1% 2%

5%

2%

2%

3%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=304）

メーカー企業（n=261）

サブシステム提供企業（n=177）

サービス提供企業（n=363）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【5年後】
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Q10-B. 製品・サービスの拠点-開発 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

84%

89%

89%

95%

9%

8%

3%

3%

2%

2%

3%

1%

1%

4%

5%

1%

1%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=297）

メーカー企業（n=261）

サブシステム提供企業（n=186）

サービス提供企業（n=364）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【現在】

77%

79%

76%

82%

13%

15%

11%

10%

4%

3%

6%

3%

1%

1%

1% 4%

6%

2%

2%

3%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=295）

メーカー企業（n=260）

サブシステム提供企業（n=186）

サービス提供企業（n=364）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【5年後】
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Q10-C. 製品・サービスの拠点-生産 【現在・5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

72%

76%

82%

91%

11%

14%

2%

3%

6%

4%

5%

1%

5%

4%

1%

2%

1%

6%

4%

1%

4%

5%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=300）

メーカー企業（n=259）

サブシステム提供企業（n=175）

サービス提供企業（n=351）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【現在】

66%

65%

70%

78%

12%

19%

13%

11%

9%

9%

4%

4%

5%

3%

2%

2%

2%

5%

7%

3%

5%

7%

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

ユーザー企業（n=299）

メーカー企業（n=258）

サブシステム提供企業（n=174）

サービス提供企業（n=351）

ほとんど国内 どちらかというと国内が多い 国内と海外が半々 どちらかというと海外が多い ほとんど海外 わからない

【5年後】



３．DXに関する取り組み
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響・DXの必要性・DXの取り組み状況】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

15%

13%

42%

33%

25%

24%

6%

14%

12%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DX全般 (N=1128)

製造分野向けDX (N=1085)

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

20%

16%

44%

35%

21%

22%

4%

11%

11%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DX全般 (N=1128)

製造分野向けDX (N=1077)

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

7%

6%

30%

24%

40%

35%

14%

22%

9%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DX全般 (N=1131)

製造分野向けDX (N=1081)

非常に活発 活発 あまり活発ではない 取り組んでいない わからない

【事業への影響】

【DXの必要性】

【DXの取り組み状況】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

15%

15%

15%

16%

42%

47%

38%

40%

24%

21%

31%

25%

6%

4%

7%

8%

13%

13%

9%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=304）

メーカー企業（n=253）

サブシステム提供企業（n=178）

サービス提供企業（n=357）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【DX全般】

14%

13%

14%

10%

36%

40%

34%

28%

20%

25%

30%

25%

14%

8%

10%

20%

17%

14%

12%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=294）

メーカー企業（n=247）

サブシステム提供企業（n=176）

サービス提供企業（n=335）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの必要性】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

22%

21%

19%

20%

43%

46%

44%

43%

20%

21%

26%

22%

4%

2%

2%

5%

11%

11%

9%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=308）

メーカー企業（n=253）

サブシステム提供企業（n=178）

サービス提供企業（n=353）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【DX全般】

22%

15%

19%

11%

34%

45%

35%

31%

18%

22%

26%

23%

11%

6%

9%

15%

15%

13%

11%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=293）

メーカー企業（n=247）

サブシステム提供企業（n=174）

サービス提供企業（n=330）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

6%

9%

7%

8%

30%

33%

27%

30%

40%

37%

46%

39%

16%

11%

15%

15%

9%

9%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=307）

メーカー企業（n=254）

サブシステム提供企業（n=179）

サービス提供企業（n=355）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【DX全般】

5%

7%

7%

5%

25%

29%

24%

21%

38%

35%

40%

29%

19%

19%

20%

29%

13%

10%

9%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ユーザー企業（n=295）

メーカー企業（n=247）

サブシステム提供企業（n=174）

サービス提供企業（n=332）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

13%

13%

20%

30%

44%

53%

30%

26%

17%

11%

6%

2%

16%

10%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=407）

21～100人（n=395）

101人～（n=326）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【DX全般】

11%

11%

16%

23%

33%

45%

30%

24%

18%

14%

18%

9%

22%

13%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=389）

21～100人（n=380）

101人～（n=316）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの必要性】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

15%

18%

30%

35%

47%

50%

29%

22%

12%

6%

4%

1%

15%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=404）

21～100人（n=396）

101人～（n=328）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【DX全般】

12%

14%

23%

29%

38%

40%

26%

22%

16%

11%

13%

8%

21%

13%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=387）

21～100人（n=376）

101人～（n=314）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【製造分野向けDX】



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

80

Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

9%

6%
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22%

27%

42%

36%

48%

36%

20%

14%

7%

13%

6%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=406）

21～100人（n=399）

101人～（n=326）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【DX全般】

8%

5%

4%

19%
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37%

28%

42%
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27%

26%

14%

19%

8%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=388）

21～100人（n=377）

101人～（n=316）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

16%

15%

16%

42%

37%

43%

29%

26%

25%

4%

6%

7%

9%

15%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=143）

B2C、B2B半々（n=65）

B2B中心（n=856）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【DX全般】

15%
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12%

30%

27%

35%

30%

24%

24%

13%

13%

14%

12%

19%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=139）

B2C、B2B半々（n=63）

B2B中心（n=822）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの必要性】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

20%

18%

21%

41%

39%

45%

28%

24%

21%

2%

5%

4%

8%

14%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=144）

B2C、B2B半々（n=66）

B2B中心（n=855）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【DX全般】

16%

17%

16%

36%

30%

36%

26%

27%

21%

10%

8%

12%

11%

17%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=140）

B2C、B2B半々（n=63）

B2B中心（n=814）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

7%

7%

8%

30%

24%

30%

45%

43%

40%

10%

16%

15%

8%

9%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=143）

B2C、B2B半々（n=67）

B2B中心（n=859）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【DX全般】
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25%

43%

33%

34%

19%

24%

23%

9%

14%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=139）

B2C、B2B半々（n=63）

B2B中心（n=819）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

16%

12%

19%

47%

43%

34%

25%

23%

25%

3%

8%

11%

9%

14%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=355）

1981～2000年（n=353）

2001年～（n=263）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【DX全般】
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15%

39%
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28%

25%
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17%
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14%
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15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=348）

1981～2000年（n=325）

2001年～（n=257）

非常に大きい 大きい 小さい 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの必要性】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

22%

16%

22%

48%

43%

41%

20%

24%

23%

2%
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14%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=357）

1981～2000年（n=350）

2001年～（n=261）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【DX全般】
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14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=346）

1981～2000年（n=322）

2001年～（n=257）

非常に高い 高い 低い 全くない わからない

【製造分野向けDX】
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11%

35%

26%
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33%

11%
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10%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=358）

1981～2000年（n=351）

2001年～（n=262）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【DX全般】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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29%

21%

24%

40%

31%

33%

16%

28%

22%

11%

15%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=348）

1981～2000年（n=324）

2001年～（n=255）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

【製造分野向けDX】
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

※2018年度～2019年度の集計は、B.メーカー企業と「系列ソフトウェア企業」、「受託ソフトウェア企業」、「独立系ソフトウェア企業」
を対象にしている。

15%

16%

8%

4%

14%

42%

36%
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44%
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17%
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2022年度 DX全般 (B～D)（N=788）

2021年度 (B～D)（N=730）

2020年度 (B～D)（N=962）

2019年度（N=549）

2018年度（N=302）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業

※2018年度～2019年度の集計は、B.メーカー企業と「系列ソフトウェア企業」、「受託ソフトウェア企業」、「独立系ソフトウェア企業」
を対象にしている。
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40%
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26%

25%
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17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度 DX全般 (B～D)（N=788）

2021年度 (B～D)（N=730）

2020年度 (B～D)（N=963）

2019年度（N=555）

2018年度（N=302）

非常に活発 活発 あまり活発ではない 取り組んでいない わからない
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Q11. DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響/取り組み】 （経年変化）

集計対象：B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業
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16%
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42%

36%

26%
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25%

44%
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11%

11%

17%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度 DX全般 (B～D)（N=788）

2021年度 (B～D)（N=730）

2020年度 (B～D)（N=962）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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40%

48%

14%
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15%

8%

10%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度 DX全般 (B～D)（N=788）

2021年度 (B～D)（N=730）

2020年度 (B～D)（N=963）

非常に活発 活発 あまり活発ではない 取り組んでいない わからない

DXの動きによる事業への影響等 【DXの取り組み状況】 （経年変化）

DXの動きによる事業への影響等 【事業への影響】 （経年変化）
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Q12. DXについて設定した目標

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

DXについて設定した目標 （N=849）

18%

14%

9%

8%

8%

8%
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7%
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5%

5%

5%

3%

28%

20%

20%

21%

19%

18%

13%
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14%
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11%

10%

6%

31%

19%

31%

22%

24%

31%

26%

31%

31%

24%
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26%

23%

6%

20%

41%

35%

42%

43%

38%

47%

38%

42%

48%

56%

50%

55%

65%

3%

5%

5%

7%

5%

6%

6%

6%

6%

8%

7%

9%

9%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上 (n=832)

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 (n=819)

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化 (n=811)

顧客中心主義の企業文化の定着 (n=812)

インフラ整備による製品・サービスの価値向上 (n=819)

企業文化や組織マインドの根本的変革 (n=814)

革新的なビジネスモデルの実装 (n=810)

デジタルサービスの接続性と品質の向上 (n=815)

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供 (n=814)

より革新的で協調的な産業の発展の促進 (n=809)

デジタル技術を活用した地域の活性化 (n=816)

より革新的で協調的な社会の発展の促進 (n=810)

規制の枠組みと技術基準の改善 (n=804)

その他 (n=17)

重点目標として設定している 設定している 設定を検討している 特にしていない わからない
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Q12. DXについて設定した目標 （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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47%
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41%
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51%
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12%
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14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=8）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=21）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=17）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=24）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=16）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=19）

革新的なビジネスモデルの実装（n=20）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=17）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=17）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=26）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=23）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=23）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=30）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

ユーザー企業
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Q12. DXについて設定した目標 （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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6%

6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=3）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=5）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=11）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=11）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=7）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=6）

革新的なビジネスモデルの実装（n=6）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=10）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=15）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=12）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=11）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=17）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=16）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

メーカー企業
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Q12. DXについて設定した目標 （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

15%

14%

10%

8%

8%

5%

8%

10%

5%

7%

6%

7%

5%

22%

22%

20%

20%

20%

15%

11%

20%

14%

14%

9%

12%

9%

37%

25%

36%

25%

25%

37%

27%

34%

31%

27%

25%

26%

27%

22%

34%

28%

43%

42%

38%

49%

29%

43%

45%

53%

46%

51%

4%

5%

5%

5%

6%

5%

5%

7%

6%

8%

7%

9%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=6）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=7）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=7）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=6）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=8）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=7）

革新的なビジネスモデルの実装（n=7）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=9）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=8）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=11）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=9）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=12）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=10）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

サブシステム提供企業
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Q12. DXについて設定した目標 （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

16%

16%

9%

9%

8%

7%

9%

6%

6%

6%

5%

4%

28%

18%

16%

21%

16%

22%

13%

16%

19%

13%

12%

11%

9%

33%

21%

33%

22%

26%

29%

26%

32%

33%

24%

25%

27%

22%

22%

43%

39%

43%

47%

37%

48%

41%

40%

51%

54%

53%

61%

1%

2%

3%

5%

4%

5%

5%

5%

2%

6%

4%

6%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=3）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=6）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=8）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=14）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=9）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=13）

革新的なビジネスモデルの実装（n=13）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=14）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=5）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=16）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=11）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=15）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=15）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

サービス提供企業
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Q12. DXについて設定した目標 （従業員数別）-１

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

12%

21%

10%

8%

7%

6%

10%

8%

4%

6%

5%

5%

3%

24%

23%

20%

22%

17%

13%

12%

19%

14%

16%

12%

11%

9%

34%

19%

36%

23%

24%

31%

26%

38%

28%

27%

25%

29%

27%

28%

36%

31%

43%

50%

47%

49%

32%

50%

46%

54%

50%

56%

1%

2%

3%

4%

2%

4%

3%

3%

4%

4%

4%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=261）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=257）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=251）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=254）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=255）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=252）

革新的なビジネスモデルの実装（n=251）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=257）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=254）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=251）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=256）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=254）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=250）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

～20人
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Q12. DXについて設定した目標 （従業員数別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

15%

10%

7%

7%

7%

7%

6%

5%

7%

5%

5%

2%

25%

16%

16%

16%

14%

15%

10%

13%

11%

12%

7%

9%

7%

34%

18%

30%

24%

25%

30%

24%

29%

31%

23%

21%

22%

24%

23%

52%

41%

47%

48%

42%

53%

45%

46%

52%

59%

57%

58%

3%

4%

5%

6%

6%

6%

7%

7%

5%

9%

7%

10%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=302）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=297）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=296）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=294）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=299）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=298）

革新的なビジネスモデルの実装（n=295）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=297）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=294）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=294）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=295）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=293）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=293）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

21～100人
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Q12. DXについて設定した目標 （従業員数別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

28%

13%

9%

10%

11%

10%

7%

8%

8%

5%

5%

8%

3%

34%

23%

25%

27%

27%

26%

18%

23%

21%

16%

12%

14%

14%

25%

21%

27%

19%

24%

31%

29%

26%

33%

22%

19%

27%

17%

10%

34%

31%

34%

32%

25%

38%

35%

30%

45%

55%

41%

52%

3%

9%

8%

10%

7%

8%

8%

8%

8%

11%

9%

11%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=269）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=265）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=264）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=264）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=265）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=264）

革新的なビジネスモデルの実装（n=264）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=261）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=266）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=264）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=265）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=263）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=261）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

101人～
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Q12. DXについて設定した目標 （製品・サービスの提供先別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

20%

20%

11%

7%

10%

5%

10%

8%

5%

5%

4%

5%

5%

22%

23%

23%

22%

17%

17%

14%

22%

16%

14%

15%

13%

14%

33%

21%
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26%

29%

37%

29%

34%
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28%

23%
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23%

33%

27%

36%

38%

33%

38%

28%

40%

41%

48%

44%

42%

2%

3%

6%

9%

5%

8%

9%

8%

6%

12%

9%

14%

14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=114）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=115）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=111）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=111）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=112）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=111）

革新的なビジネスモデルの実装（n=112）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=112）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=111）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=111）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=112）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=110）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=111）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

B2C中心

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q12. DXについて設定した目標 （製品・サービスの提供先別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

18%

20%

16%
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9%
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13%
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7%
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29%
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18%
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11%

36%

24%

31%

24%

26%
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40%

33%
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46%

38%

16%

24%

27%

37%

28%

42%

33%

27%
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33%

39%

39%

40%
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2%

2%

2%

4%

2%

7%

4%

2%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=45）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=45）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=45）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=46）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=46）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=45）

革新的なビジネスモデルの実装（n=45）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=45）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=46）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=46）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=46）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=46）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=45）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

B2C、B2B半々

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q12. DXについて設定した目標 （製品・サービスの提供先別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

18%

13%
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9%

8%

8%

7%

6%

6%
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4%
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29%

20%

20%
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19%
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15%

15%
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9%

30%

18%
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21%

23%
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25%

31%

30%
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44%

37%

43%

46%
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49%

40%

43%
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59%
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59%

3%

5%
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6%

7%

6%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=646）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=634）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=630）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=630）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=635）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=633）

革新的なビジネスモデルの実装（n=627）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=633）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=631）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=627）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=632）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=628）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=623）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

B2B中心

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q12. DXについて設定した目標 （設立年別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

24%
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5%

9%

7%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=279）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=273）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=272）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=269）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=273）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=271）

革新的なビジネスモデルの実装（n=271）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=270）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=274）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=270）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=273）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=270）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=266）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

～1980年

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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Q12. DXについて設定した目標 （設立年別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

14%

10%

5%

6%

4%

3%

5%

5%

7%

4%

3%

4%

1%

24%

22%

20%

19%

15%

15%

11%

15%

13%

11%

10%

11%

9%

35%

20%

31%

23%

24%

38%

21%

31%

28%

24%

19%

20%

20%

23%

43%

39%

45%

51%

38%

56%

42%

46%

52%

61%

57%

60%

4%

5%

5%

7%

7%

6%

7%

6%

6%

9%

7%

9%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=246）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=244）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=239）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=241）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=245）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=241）

革新的なビジネスモデルの実装（n=241）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=242）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=239）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=240）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=242）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=241）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=240）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

1981～2000年

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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Q12. DXについて設定した目標 （設立年別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

15%

19%

10%

8%

10%

8%

9%

9%

6%

8%

6%

5%

3%

26%

24%

20%

23%

21%

17%

16%

22%

12%

19%

13%

15%

10%

30%

16%

32%

21%

22%

23%

31%

31%

29%

23%

25%

29%

26%

27%

37%

32%

42%

41%

45%

38%

32%

47%

43%

51%

45%

54%

3%

4%

5%

6%

5%

7%

6%

6%

6%

7%

5%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業務効率化による生産性の向上（n=196）

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=192）

デジタルデータの保護・透明性・自律性・信頼の強化（n=191）

顧客中心主義の企業文化の定着（n=192）

インフラ整備による製品・サービスの価値向上（n=192）

企業文化や組織マインドの根本的変革（n=193）

革新的なビジネスモデルの実装（n=191）

デジタルサービスの接続性と品質の向上（n=194）

教育システムを変更して新しいスキルと将来の方向性を提供（n=192）

より革新的で協調的な産業の発展の促進（n=190）

デジタル技術を活用した地域の活性化（n=193）

より革新的で協調的な社会の発展の促進（n=192）

規制の枠組みと技術基準の改善（n=191）

重点目標として設定 設定している 設定を検討 特にしていない わからない

2001年～

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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Q13. DXについての取り組み

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

DXについての取り組み （N=854）

39%

34%

29%

25%

22%

22%

21%

18%

15%

14%

9%

14%

9%

9%

14%

10%

14%

11%

13%

15%

13%

10%

10%

14%

20%

22%

26%

25%

31%

29%

29%

28%

35%

32%

25%

29%

32%

28%

35%

28%

32%

33%

34%

30%

37%

45%

71%

4%

4%

4%

5%

4%

6%

4%

5%

7%

5%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント (n=830)

社内外でのビジョン共有 (n=826)

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築 (n=817)

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築 (n=818)

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保 (n=828)

外部との連携に向けた取り組み (n=824)

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保 (n=829)

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み (n=818)

既存技術への依存からの脱却 (n=819)

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み (n=820)

技術的負債への対応 (n=817)

その他 (n=7)

実施中 準備中 検討中 していない わからない



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

105

Q13. DXについての取り組み （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

38%

34%

28%

25%

21%

23%

23%

20%
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12%

9%

7%

7%

11%
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13%
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14%

11%

10%

8%

20%
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32%

26%
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31%

29%

32%

40%

39%

30%

31%

34%

25%

34%

30%

33%
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30%

27%

33%

39%

4%

3%

4%
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7%

2%

4%
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14%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=220）

社内外でのビジョン共有（n=216）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=218）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=217）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=219）

外部との連携に向けた取り組み（n=217）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=220）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=219）

既存技術への依存からの脱却（n=216）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=219）

技術的負債への対応（n=216）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

ユーザー企業
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Q13. DXについての取り組み （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

43%
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16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=194）

社内外でのビジョン共有（n=194）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=191）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=190）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=191）

外部との連携に向けた取り組み（n=193）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=194）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=191）

既存技術への依存からの脱却（n=191）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=190）

技術的負債への対応（n=191）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

メーカー企業
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Q13. DXについての取り組み （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

34%
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38%

28%
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41%

50%
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4%
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10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=136）

社内外でのビジョン共有（n=137）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=136）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=135）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=137）

外部との連携に向けた取り組み（n=136）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=136）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=135）

既存技術への依存からの脱却（n=135）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=135）

技術的負債への対応（n=135）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

サブシステム提供企業
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Q13. DXについての取り組み （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=258）

社内外でのビジョン共有（n=258）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=253）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=257）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=260）

外部との連携に向けた取り組み（n=258）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=258）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=253）

既存技術への依存からの脱却（n=257）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=255）

技術的負債への対応（n=255）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

サービス提供企業
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Q13. DXについての取り組み （従業員数別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

32%

30%
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28%
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25%

13%

13%
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13%
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14%
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20%
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29%
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27%

39%
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25%

36%
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35%

32%
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43%

41%

29%
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47%
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5%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=256）

社内外でのビジョン共有（n=257）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=254）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=252）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=257）

外部との連携に向けた取り組み（n=255）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=256）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=252）

既存技術への依存からの脱却（n=254）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=253）

技術的負債への対応（n=253）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

～20人
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Q13. DXについての取り組み （従業員数別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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41%
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42%

48%
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6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=303）

社内外でのビジョン共有（n=302）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=296）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=299）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=303）

外部との連携に向けた取り組み（n=303）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=304）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=298）

既存技術への依存からの脱却（n=299）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=301）

技術的負債への対応（n=298）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

21～100人
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Q13. DXについての取り組み （従業員数別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

51%

46%

40%

30%

31%

28%

34%

29%

17%

20%

12%

7%

9%

13%

10%

18%

12%

15%

16%

17%

11%

9%

17%

16%

27%

22%

29%

27%

28%

28%

29%

33%

23%

19%

25%

16%

30%

18%

24%

19%

22%

27%

29%

40%

6%

4%

4%

7%

4%

9%

4%

6%

11%

8%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=271）

社内外でのビジョン共有（n=267）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=267）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=267）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=268）

外部との連携に向けた取り組み（n=266）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=269）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=268）

既存技術への依存からの脱却（n=266）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=266）

技術的負債への対応（n=266）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

101人～
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Q13. DXについての取り組み （製品・サービスの提供先別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

33%

27%

29%

26%

20%

23%

19%

14%

15%

15%

9%

6%

12%

10%

8%

11%

5%

11%

13%

14%

8%

9%

23%

27%

30%

32%

37%

35%

28%

30%

36%

35%

26%

32%

30%

27%

27%

28%

29%

37%

37%

29%

36%

40%

6%

5%

4%

6%

4%

8%

5%

6%

5%

6%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=113）

社内外でのビジョン共有（n=111）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=110）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=111）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=110）

外部との連携に向けた取り組み（n=111）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=111）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=110）

既存技術への依存からの脱却（n=111）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=112）

技術的負債への対応（n=110）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

B2C中心

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q13. DXについての取り組み （製品・サービスの提供先別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

28%

32%

26%

28%

17%

27%

17%

21%

11%

0%

13%

11%

19%

11%

19%

10%

17%

11%

11%

19%

4%

34%

38%

34%

32%

34%

46%

32%

34%

40%

43%

43%

26%

19%

21%

28%

28%

17%

32%

32%

34%

30%

49%

2%

2%

2%

2%

4%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=47）

社内外でのビジョン共有（n=47）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=47）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=47）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=47）

外部との連携に向けた取り組み（n=48）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=47）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=47）

既存技術への依存からの脱却（n=47）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=47）

技術的負債への対応（n=47）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

B2C、B2B半々

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q13. DXについての取り組み （製品・サービスの提供先別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

41%

35%

29%

25%

23%

22%

22%

19%

15%

15%

9%

9%

8%

15%
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12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=642）

社内外でのビジョン共有（n=640）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=635）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=635）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=643）

外部との連携に向けた取り組み（n=639）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=644）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=636）

既存技術への依存からの脱却（n=636）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=636）

技術的負債への対応（n=635）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

B2B中心

※製品・サービスの提供先別は、Q9.において自社または事業部門の製品・サービスの提供先が「エンドユーザ中心（B2C）」または「ビ
ジネスユーザ（B2B)」であるかを調査したもの。
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Q13. DXについての取り組み （設立年別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

44%

38%

29%
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24%
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14%

14%
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16%
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32%
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7%

3%
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13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=281）

社内外でのビジョン共有（n=279）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=275）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=274）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=281）

外部との連携に向けた取り組み（n=278）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=282）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=279）

既存技術への依存からの脱却（n=276）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=277）

技術的負債への対応（n=276）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

～1980年

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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Q13. DXについての取り組み （設立年別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営トップのコミットメント（n=247）

社内外でのビジョン共有（n=244）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=242）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=242）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=245）

外部との連携に向けた取り組み（n=244）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=243）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=240）

既存技術への依存からの脱却（n=243）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み…

技術的負債への対応（n=241）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

1981～2000年

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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Q13. DXについての取り組み （設立年別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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経営トップのコミットメント（n=193）

社内外でのビジョン共有（n=196）

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=194）

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=195）

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=194）

外部との連携に向けた取り組み（n=194）

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=195）

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=191）

既存技術への依存からの脱却（n=191）

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み…

技術的負債への対応（n=192）

実施中 準備中 検討中 していない わからない

2001年～

※設立年別は、Q1.において設立年を「1980年まで」、「1981年から2000年まで」、「2001年以降」の３区分として構成割合で調査した
もの。
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企業の変革を共に推進するパートナー (n=820)

DX に必要な技術を提供するパートナー (n=810)

共通プラットフォームの提供主体 (n=814)

新ビジネス・サービスの提供主体 (n=814)

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

19%

15%

12%

14%

21%

20%

16%

16%
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15%

19%

26%

21%

15%

16%

17%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業の変革を共に推進するパートナー (n=820)

DX に必要な技術を提供するパートナー (n=810)

共通プラットフォームの提供主体 (n=814)

新ビジネス・サービスの提供主体 (n=814)

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【現在・5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

【現在】 （N=839）

【5年後】 （N=837）
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【現在】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ユーザー企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=215）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=209）

共通プラットフォームの提供主体（n=210）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=208）

■ メーカー企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=192）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=193）

共通プラットフォームの提供主体（n=194）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=194）

■ サブシステム提供企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=131）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=132）

共通プラットフォームの提供主体（n=134）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=134）

■ サービス提供企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=259）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=253）

共通プラットフォームの提供主体（n=253）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=255）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【現在】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【5年後】 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ユーザー企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=215）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=209）

共通プラットフォームの提供主体（n=210）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=209）

■ メーカー企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=190）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=191）

共通プラットフォームの提供主体（n=191）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=192）

■ サブシステム提供企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=130）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=131）

共通プラットフォームの提供主体（n=133）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=133）

■ サービス提供企業

企業の変革を共に推進するパートナー（n=259）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=254）

共通プラットフォームの提供主体（n=253）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=256）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【5年後】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【現在】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ～20人

企業の変革を共に推進するパートナー（n=256）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=257）

共通プラットフォームの提供主体（n=255）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=257）

■ 21～100人

企業の変革を共に推進するパートナー（n=301）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=295）

共通プラットフォームの提供主体（n=298）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=298）

■ 101人～

企業の変革を共に推進するパートナー（n=263）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=258）

共通プラットフォームの提供主体（n=261）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=259）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【現在】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【5年後】 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ～20人

企業の変革を共に推進するパートナー（n=254）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=253）

共通プラットフォームの提供主体（n=252）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=256）

■ 21～100人

企業の変革を共に推進するパートナー（n=302）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=297）

共通プラットフォームの提供主体（n=298）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=300）

■ 101人～

企業の変革を共に推進するパートナー（n=259）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=256）

共通プラットフォームの提供主体（n=258）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=256）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【5年後】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【現在】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ B2C中心

企業の変革を共に推進するパートナー（n=112）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=111）

共通プラットフォームの提供主体（n=111）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=111）

■ B2C、B2B半々

企業の変革を共に推進するパートナー（n=46）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=47）

共通プラットフォームの提供主体（n=47）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=46）

■ B2B中心

企業の変革を共に推進するパートナー（n=634）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=625）

共通プラットフォームの提供主体（n=630）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=630）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【現在】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【5年後】 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ B2C中心

企業の変革を共に推進するパートナー（n=110）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=109）

共通プラットフォームの提供主体（n=109）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=111）

■ B2C、B2B半々

企業の変革を共に推進するパートナー（n=46）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=47）

共通プラットフォームの提供主体（n=47）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=46）

■ B2B中心

企業の変革を共に推進するパートナー（n=632）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=625）

共通プラットフォームの提供主体（n=627）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=629）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【5年後】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【現在】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ～1980年

企業の変革を共に推進するパートナー（n=277）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=271）

共通プラットフォームの提供主体（n=275）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=272）

■ 1981～2000年

企業の変革を共に推進するパートナー（n=246）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=243）

共通プラットフォームの提供主体（n=242）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=244）

■ 2001年～

企業の変革を共に推進するパートナー（n=188）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=187）

共通プラットフォームの提供主体（n=189）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=188）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【現在】
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Q14.デジタル産業を構成する企業類型 【5年後】 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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■ ～1980年

企業の変革を共に推進するパートナー（n=273）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=268）

共通プラットフォームの提供主体（n=271）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=269）

■ 1981～2000年

企業の変革を共に推進するパートナー（n=246）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=242）

共通プラットフォームの提供主体（n=242）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=245）

■ 2001年～

企業の変革を共に推進するパートナー（n=187）

DX に必要な技術を提供するパートナー（n=187）

共通プラットフォームの提供主体（n=187）

新ビジネス・サービスの提供主体（n=188）

ほぼ全事業に当てはまる 半数以上の事業に当てはまる 一部の事業に当てはまる ほぼ全事業に当てはまらない わからない

【5年後】
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Q15. DXの進め方

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

DXの進め方の構成割合（N=848）
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A:ユーザー企業（n=223）

B:メーカー企業（n=197）

C:サブシステム提供企業（n=137）

D:サービス提供企業（n=265）

全社で一斉に実施 一部で実施後に全社展開 一部でのみ実施
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Q15. DXの進め方 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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Q15. DXの進め方 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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～20人（n=265）
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全社で一斉に実施 一部で実施後に全社展開 一部でのみ実施
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Q15. DXの進め方 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

36%

33%

37%

32%

37%

25%

35%

29%

31%

29%

30%

31%

29%

31%

31%

24%

28%

32%

34%

41%

37%

33%

24%

35%

28%

38%

34%

31%

34%

39%

35%

34%

36%

35%

29%

27%

26%

41%

41%

36%

41%

33%

36%

37%

37%

30%

34%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=108）

病院／医療（n=112）

健康／介護／スポーツ（n=79）

農林水産（n=66）

建築／土木（n=106）

工場／プラント（製造業・食品加工を含む）（n=357）

オフィス／店舗（宿泊・飲食サービス等を含む）（n=143）

移動／交通（n=130）

流通／物流（n=134）

防犯／防災（n=66）

金融／保険／不動産（n=83）

印刷／製版（n=54）

通信／放送（n=179）

教育／研究（専門・技術サービス等を含む）（n=70）

公共サービス（電気・ガス・水道等を含む）（n=86）

その他（n=76）

全社で一斉に実施 一部で実施後に全社展開 一部でのみ実施
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Q15. DXの進め方 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

19%

31%

28%

29%

20%

33%

52%

49%

39%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=115）

B2C、B2B半々（n=49）

B2B中心（n=651）

全社で一斉に実施 一部で実施後に全社展開 一部でのみ実施
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Q15. DXの進め方 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

23%

26%

32%

37%

27%

33%

40%

47%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=287）

1981～2000年（n=255）

2001年～（n=192）

全社で一斉に実施 一部で実施後に全社展開 一部でのみ実施
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Q16-1. DXの行動指針策定状況

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

策定している (n=92)

11%

策定していない

(n=751)

89%

DXの行動指針策定状況の構成割合 （N=843）
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14%

13%

12%

7%

86%

87%

88%

93%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:ユーザー企業（n=222）

B:メーカー企業（n=196）

C:サブシステム提供企業（n=137）

D:サービス提供企業（n=265）

策定している 策定していない
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Q16-1. DXの行動指針策定状況 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業
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Q16-1. DXの行動指針策定状況 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

4%

8%

21%

96%

92%

79%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人（n=265）

21～100人（n=314）

101人～（n=264）

策定している 策定していない
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Q16-1. DXの行動指針策定状況 （事業分野別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

18%

17%

13%

14%

14%

12%

13%

15%

17%

15%

16%

13%

11%

13%

24%

9%

82%

83%

88%

86%

86%

88%

87%

85%

83%

85%

84%

87%

89%

87%

76%

91%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅／生活（n=108）

病院／医療（n=112）

健康／介護／スポーツ（n=80）

農林水産（n=66）

建築／土木（n=107）

工場／プラント（製造業・食品加工を含む）（n=356）

オフィス／店舗（宿泊・飲食サービス等を含む）（n=142）

移動／交通（n=131）

流通／物流（n=133）

防犯／防災（n=67）

金融／保険／不動産（n=83）

印刷／製版（n=54）

通信／放送（n=179）

教育／研究（専門・技術サービス等を含む）（n=70）

公共サービス（電気・ガス・水道等を含む）（n=86）

その他（n=76）

策定している 策定していない
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Q16-1. DXの行動指針策定状況 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

13%

8%

11%

87%

92%

89%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

B2C中心（n=114）

B2C、B2B半々（n=49）

B2B中心（n=651）

策定している 策定していない
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Q16-1. DXの行動指針策定状況 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

15%

7%

8%

85%

93%

92%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～1980年（n=284）

1981～2000年（n=255）

2001年～（n=194）

策定している 策定していない
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Q16-2. DXの行動指針策にいれている内容

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q16でDXの行動指針を「策定している」と回答した企業

89%

82%

78%

89%

64%

11%

18%

22%

11%

36%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジョン駆動 (n=90)

価値重視 (n=85)

オープンマインド (n=85)

継続的な挑戦 (n=85)

経営者中心 (n=87)

入っている 入っていない

DXの行動指針策にいれている内容 （N=92）
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Q17. DXの効果

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

DXの効果 （N=830）

14%

13%

9%

7%

3%

7%

35%

36%

24%

18%

10%

7%

14%

13%

18%

20%

16%

13%

3%

6%

8%

13%

19%

33%

33%

40%

43%

51%

73%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上 (n=821)

労働環境の改善 (n=807)

製品サービスの価値向上 (n=805)

新規事業の創出 (n=805)

地域社会への貢献 (n=807)

その他 (n=15)

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない
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7%

8%

11%

9%

2%

37%

38%

22%

21%

13%

21%

15%

24%

22%

19%

1%

3%

5%

6%

17%

33%

36%

38%

43%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生産効率の向上（n=134）

労働環境の改善（n=133）

製品サービスの価値向上（n=133）

新規事業の創出（n=134）

地域社会への貢献（n=133）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった
効果がなかった わからない

サブシステム提供企業

18%

14%

9%

5%

3%

34%

35%

22%

13%

8%

13%

14%

12%

16%

12%

4%

6%

8%

16%

19%

32%

32%

48%

50%

58%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=217）

労働環境の改善（n=211）

製品サービスの価値向上（n=212）

新規事業の創出（n=213）

地域社会への貢献（n=211）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった
効果がなかった わからない

ユーザー企業
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Q17. DXの効果 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

14%

11%

12%

9%

4%

40%

35%

28%

22%

10%

12%

15%

16%

20%

16%

5%

7%

10%

11%

19%

30%

32%

34%

39%

50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=191）

労働環境の改善（n=188）

製品サービスの価値向上（n=189）

新規事業の創出（n=187）

地域社会への貢献（n=189）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった
効果がなかった わからない

メーカー企業

15%

15%

8%

6%

4%

33%

37%

23%

18%

11%

14%

12%

22%

22%

18%

2%

6%

8%

15%

20%

36%

31%

39%

39%

48%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=257）

労働環境の改善（n=252）

製品サービスの価値向上（n=250）

新規事業の創出（n=249）

地域社会への貢献（n=251）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった
効果がなかった わからない

サービス提供企業
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Q17. DXの効果 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

13%

11%

12%

9%

3%

32%

32%

25%

18%

10%

17%

15%

19%

22%

20%

5%

8%

8%

11%

19%

33%

34%

36%

40%

48%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=260）

労働環境の改善（n=253）

製品サービスの価値向上（n=256）

新規事業の創出（n=254）

地域社会への貢献（n=256）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない

～20人

12%

12%

6%

4%

3%

32%

34%

21%

17%

8%

17%

14%

21%

19%

15%

4%

6%

10%

16%

19%

35%

35%

43%

44%

54%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=303）

労働環境の改善（n=301）

製品サービスの価値向上（n=296）

新規事業の創出（n=299）

地域社会への貢献（n=299）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない

21～100人

18%

15%

11%

8%

4%

43%

43%

25%

18%

13%

9%

10%

14%

17%

13%

1%

3%

7%

12%

19%

30%

29%

43%

44%

52%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生産効率の向上（n=258）

労働環境の改善（n=253）

製品サービスの価値向上（n=253）

新規事業の創出（n=252）

地域社会への貢献（n=252）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない

101人～
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Q17. DXの効果 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

15%

15%

9%

6%

3%

32%

23%

19%

16%

12%

12%

10%

17%

17%

11%

5%

9%

12%

13%

18%

36%

43%

44%

49%

56%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=113）

労働環境の改善（n=109）

製品サービスの価値向上（n=108）

新規事業の創出（n=109）

地域社会への貢献（n=110）

B2C中心

13%

9%

2%

7%

2%

43%

37%

39%

20%

13%

19%

24%

28%

41%

37%

2%

4%

7%

7%

11%

23%

26%

24%

26%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=47）

労働環境の改善（n=46）

製品サービスの価値向上（n=46）

新規事業の創出（n=46）

地域社会への貢献（n=46）

B2C、B2B半々

14%

13%

10%

7%

3%

36%

38%

24%

18%

10%

14%

13%

18%

19%

16%

3%

5%

8%

13%

20%

33%

31%

41%

43%

51%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=635）

労働環境の改善（n=628）

製品サービスの価値向上（n=626）

新規事業の創出（n=625）

地域社会への貢献（n=625）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない

B2B中心
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Q17. DXの効果 （設立年別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
このうち、Q11でDXの取り組み状況でDXに取り組んでいる企業として、「非常に活発」「活発」「あまり活発ではない」と回答した企業

14%

14%

8%

6%

3%

35%

32%

22%

17%

13%

13%

15%

17%

21%

14%

5%

7%

10%

13%

20%

32%

31%

43%

43%

49%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=277）

労働環境の改善（n=272）

製品サービスの価値向上（n=271）

新規事業の創出（n=272）

地域社会への貢献（n=270）

～1980年

11%

11%

7%

5%

2%

34%

36%

21%

15%

8%

15%

10%

19%

18%

13%

1%

5%

8%

15%

19%

38%

38%

45%

48%

58%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=245）

労働環境の改善（n=241）

製品サービスの価値向上（n=237）

新規事業の創出（n=237）

地域社会への貢献（n=240）

1981～2000年

16%

11%

13%

10%

3%

35%

40%

30%

21%

10%

16%

17%

19%

21%

23%

5%

5%

7%

14%

19%

28%

27%

30%

34%

44%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産効率の向上（n=192）

労働環境の改善（n=190）

製品サービスの価値向上（n=191）

新規事業の創出（n=191）

地域社会への貢献（n=191）

効果があった やや効果があった あまり効果がなかった 効果がなかった わからない

2001年～



４．技術に関する取り組み
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

製品・サービスに関わる要件の変化 （N=1110）

30%

27%

23%

17%

17%

16%

16%

14%

12%

12%

11%

10%

9%

7%

9%

36%

39%

36%

35%

34%

31%

33%

28%

28%

32%

23%

27%

21%

18%

4%

15%

12%

18%

19%

22%

21%

20%

24%

24%

25%

28%

27%

30%

30%

13%

8%

8%

10%

13%

12%

14%

15%

16%

19%

15%

19%

20%

23%

24%

26%

11%

13%

13%

16%

15%

18%

16%

17%

17%

16%

19%

15%

17%

22%

48%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化 (n=1072)

適用技術の複雑化・高度化 (n=1073)

安全性の向上（機能安全への対応等） (n=1059)

高速性／低遅延性の強化 (n=1060)

利用形態・利用方法の多様化 (n=1060)

つながる対象の増加 (n=1053)

部品の増加、プラットフォームの増加 (n=1063)

運用時データの収集・活用拡大 (n=1049)

市場投入までの時間短縮 (n=1050)

対応すべき規格等の増加 (n=1050)

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど） (n=1049)

開発・製造データの企業間共有への対応・強化 (n=1056)

仕向地・出荷先の拡大 (n=1051)

システムオブシステムズへの対応・強化 (n=1046)

その他 (n=23)

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業

24%

18%

20%

13%

12%

14%

11%

15%

10%

10%

8%

9%

7%

5%

31%

33%

32%

27%

27%

23%
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24%
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19%

21%

14%

15%

18%

16%

20%

22%
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25%

28%

28%

25%

25%

15%

12%

14%

18%

19%

19%

18%

20%

24%

20%

24%

25%

26%

28%

14%

20%

18%

22%

20%

21%

23%

21%

21%

20%

22%

20%

21%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=289）

適用技術の複雑化・高度化（n=284）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=286）

高速性／低遅延性の強化（n=283）

利用形態・利用方法の多様化（n=282）

つながる対象の増加（n=281）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=288）

運用時データの収集・活用拡大（n=282）

市場投入までの時間短縮（n=281）

対応すべき規格等の増加（n=281）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=281）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=281）

仕向地・出荷先の拡大（n=281）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=279）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

ユーザー企業
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業
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31%
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17%
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37%

43%

41%

33%
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11%
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29%

32%

33%

6%

6%

7%

11%

9%

11%

14%

14%

15%

8%

13%
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17%
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9%

9%

10%

11%

10%

12%

10%

15%

13%

13%

14%

10%
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17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=240）

適用技術の複雑化・高度化（n=245）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=241）

高速性／低遅延性の強化（n=243）

利用形態・利用方法の多様化（n=243）

つながる対象の増加（n=240）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=240）

運用時データの収集・活用拡大（n=237）

市場投入までの時間短縮（n=240）

対応すべき規格等の増加（n=239）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=239）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=242）

仕向地・出荷先の拡大（n=240）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=239）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

メーカー企業
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業
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16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=171）

適用技術の複雑化・高度化（n=171）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=170）

高速性／低遅延性の強化（n=170）

利用形態・利用方法の多様化（n=170）

つながる対象の増加（n=170）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=170）

運用時データの収集・活用拡大（n=168）

市場投入までの時間短縮（n=168）

対応すべき規格等の増加（n=168）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=169）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=171）

仕向地・出荷先の拡大（n=169）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=168）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

サブシステム提供企業
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=337）

適用技術の複雑化・高度化（n=337）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=327）

高速性／低遅延性の強化（n=329）

利用形態・利用方法の多様化（n=331）

つながる対象の増加（n=328）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=330）

運用時データの収集・活用拡大（n=328）

市場投入までの時間短縮（n=327）

対応すべき規格等の増加（n=328）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=326）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=328）

仕向地・出荷先の拡大（n=325）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=325）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

サービス提供企業
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （従業員数別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=385）

適用技術の複雑化・高度化（n=391）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=381）

高速性／低遅延性の強化（n=382）

利用形態・利用方法の多様化（n=384）

つながる対象の増加（n=379）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=382）

運用時データの収集・活用拡大（n=380）

市場投入までの時間短縮（n=379）

対応すべき規格等の増加（n=376）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=376）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=382）

仕向地・出荷先の拡大（n=377）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=378）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

～20人
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （従業員数別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=387）

適用技術の複雑化・高度化（n=381）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=375）

高速性／低遅延性の強化（n=377）

利用形態・利用方法の多様化（n=377）

つながる対象の増加（n=376）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=381）

運用時データの収集・活用拡大（n=372）

市場投入までの時間短縮（n=373）

対応すべき規格等の増加（n=375）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=377）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=377）

仕向地・出荷先の拡大（n=376）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=370）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

21～100人
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （従業員数別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=300）

適用技術の複雑化・高度化（n=301）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=303）

高速性／低遅延性の強化（n=301）

利用形態・利用方法の多様化（n=299）

つながる対象の増加（n=298）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=300）

運用時データの収集・活用拡大（n=297）

市場投入までの時間短縮（n=298）

対応すべき規格等の増加（n=299）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=296）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=297）

仕向地・出荷先の拡大（n=298）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=298）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

101人～
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （製品・サービスの提供先別）-1

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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27%

27%

32%

23%

27%

19%

18%

14%

14%

18%

20%

22%

19%

23%

24%

21%

19%

25%

29%

27%

32%

9%

7%

10%

12%

12%

15%

15%

16%

23%

18%

20%

18%

23%

20%

12%

14%

15%

17%

18%

19%

19%

19%

18%

20%

19%

15%

20%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=138）

適用技術の複雑化・高度化（n=139）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=136）

高速性／低遅延性の強化（n=138）

利用形態・利用方法の多様化（n=136）

つながる対象の増加（n=135）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=137）

運用時データの収集・活用拡大（n=135）

市場投入までの時間短縮（n=135）

対応すべき規格等の増加（n=134）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=134）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=136）

仕向地・出荷先の拡大（n=134）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=132）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

B2C中心
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （製品・サービスの提供先別）-2

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

21%

25%

16%

9%

13%

16%

16%

11%

13%

11%

10%

5%

8%

3%

56%

38%

34%

42%

29%

17%

33%

24%

25%

25%

21%

30%

19%

21%

5%

14%

22%

23%

37%

41%

20%

33%

35%

33%

40%

33%

38%

41%

8%

9%

11%

8%

8%

10%

14%

11%

11%

14%

13%

14%

21%

13%

11%

14%

17%

17%

14%

16%

17%

21%

16%

16%

17%

17%

14%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=63）

適用技術の複雑化・高度化（n=64）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=64）

高速性／低遅延性の強化（n=64）

利用形態・利用方法の多様化（n=63）

つながる対象の増加（n=63）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=64）

運用時データの収集・活用拡大（n=63）

市場投入までの時間短縮（n=63）

対応すべき規格等の増加（n=63）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=63）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=63）

仕向地・出荷先の拡大（n=63）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=63）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

B2C、B2B半々
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Q18. 製品・サービスに関わる要件の変化 （製品・サービスの提供先別）-3

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

33%

28%

25%

18%

19%

17%

17%

15%

13%

12%

12%

10%

9%

7%

35%

41%

36%

36%

35%

33%

34%

30%

30%

34%

24%

27%

22%

19%

15%

12%

17%

18%

21%

20%

20%

24%

23%

26%

29%

27%

31%

30%

8%

7%

10%

13%

12%

13%

15%

16%

18%

15%

18%

21%

23%

25%

9%

12%

11%

14%

14%

17%

14%

15%

16%

14%

18%

14%

15%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=816）

適用技術の複雑化・高度化（n=813）

安全性の向上（機能安全への対応等）（n=806）

高速性／低遅延性の強化（n=805）

利用形態・利用方法の多様化（n=808）

つながる対象の増加（n=802）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=809）

運用時データの収集・活用拡大（n=798）

市場投入までの時間短縮（n=800）

対応すべき規格等の増加（n=801）

出荷後・運用中の更新の迅速化（OTAなど）（n=800）

開発・製造データの企業間共有への対応・強化（n=803）

仕向地・出荷先の拡大（n=802）

システムオブシステムズへの対応・強化（n=799）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

B2B中心
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （N=1107）

52%

33%

29%

23%

22%

20%

19%

12%

23%

31%

35%

34%

36%

37%

28%

28%

31%

9%

16%

21%

22%

22%

28%

27%

32%

4%

4%

4%

5%

5%

7%

8%

8%

1%

4%

3%

3%

4%

4%

5%

7%

6%

8%

9%

11%

10%

15%

14%

10%

69%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上 (n=1073)

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用 (n=1062)

新たな技術（AI、5G等）の導入 (n=1062)

ソフトウェア・プラットフォームの導入 (n=1070)

ハードウェアの高機能・高性能化 (n=1061)

アーキテクチャの見直し (n=1056)

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入 (n=1057)

外部の専門企業への委託 (n=1057)

その他 (n=13)

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業

46%

28%

23%

20%

17%

13%

11%

14%

29%

32%

31%

29%

31%

22%

17%

32%

10%

14%

20%

21%

22%

26%

30%

22%

3%

4%

4%

4%

5%

7%

9%

6%

5%

6%

6%

8%

9%

6%

12%

18%

17%

21%

19%

27%

26%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=249）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=230）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=232）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=228）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=228）

アーキテクチャの見直し（n=204）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=207）

外部の専門企業への委託（n=233）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

ユーザー企業
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業

51%

32%

32%

22%

27%

22%

18%

15%

33%

35%

34%

39%

38%

32%

27%

27%

11%

18%

20%

20%

20%

24%

30%

36%

7%

5%

9%

8%

9%

10%

9%

1%

3%

3%

3%

3%

2%

5%

7%

4%

6%

6%

7%

4%

11%

11%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=236）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=226）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=230）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=225）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=231）

アーキテクチャの見直し（n=216）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=214）

外部の専門企業への委託（n=229）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

メーカー企業
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業

54%

32%

32%

29%

30%

26%

25%

9%

36%

42%

38%

36%

43%

32%

39%

35%

8%

16%

20%

25%

18%

29%

21%

34%

5%

4%

3%

5%

4%

6%

9%

3%

2%

2%

2%

2%

2%

9%

2%

2%

4%

4%

2%

7%

8%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=170）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=169）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=165）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=163）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=167）

アーキテクチャの見直し（n=156）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=157）

外部の専門企業への委託（n=164）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

サブシステム提供企業
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業

58%

40%

32%

25%

20%

22%

26%

10%

29%

37%

35%

41%

39%

32%

34%

30%

8%

15%

23%

23%

27%

30%

27%

37%

2%

4%

2%

6%

4%

5%

8%

1%

2%

2%

1%

2%

2%

2%

7%

3%

4%

5%

7%

7%

10%

7%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=329）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=321）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=317）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=311）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=308）

アーキテクチャの見直し（n=297）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=310）

外部の専門企業への委託（n=305）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

サービス提供企業
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Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （従業員数別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

43%

27%

25%

24%

23%

20%

15%

10%

35%

34%

31%

36%

34%

30%

29%

25%

14%

19%

24%

23%

24%

28%

29%

35%

6%

5%

4%

8%

6%

9%

10%

1%

6%

5%

4%

4%

4%

6%

11%

6%

8%

9%

9%

7%

13%

13%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=361）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=351）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=346）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=347）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=357）

アーキテクチャの見直し（n=331）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=328）

外部の専門企業への委託（n=344）

～20人

52%

28%

26%

20%

19%

15%

18%

10%

32%

41%

36%

36%

37%

27%

26%

30%

7%

15%

21%

23%

23%

30%

30%

34%

1%

4%

5%

5%

5%

6%

6%

9%

2%

4%

3%

4%

4%

5%

5%

7%

6%

9%

9%

12%

11%

17%

15%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=361）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=344）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=345）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=337）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=332）

アーキテクチャの見直し（n=311）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=322）

外部の専門企業への委託（n=340）

21～100人

63%

45%

39%

26%

23%

25%

28%

16%

25%

31%

34%

38%

40%

29%

29%

39%

5%

12%

16%

18%

20%

24%

23%

26%

2%

2%

3%

3%

4%

4%

6%

1%

3%

2%

3%

4%

2%

5%

8%

7%

12%

11%

16%

13%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=289）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=277）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=278）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=268）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=268）

アーキテクチャの見直し（n=253）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=262）

外部の専門企業への委託（n=271）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

101人～



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

163

Q19. 製品・サービスに関わる要件の変化への対応 （製品・サービスの提供先別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

47%

31%

33%

24%

25%

19%

21%

13%

28%

35%

27%

32%

34%

26%

23%

32%

13%

19%

21%

24%

20%

29%

29%

27%

1%

3%

3%

6%

4%

7%

9%

4%

6%

7%

5%

7%

5%

6%

9%

8%

7%

9%

12%

8%

17%

13%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=124）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=126）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=123）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=123）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=126）

アーキテクチャの見直し（n=113）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=116）

外部の専門企業への委託（n=121）

B2C中心

43%

25%

22%

23%

22%

19%

11%

10%

38%

41%

30%

36%

35%

30%

24%

25%

14%

14%

33%

20%

29%

32%

44%

40%

2%

14%

5%

6%

6%

5%

6%

8%

3%

3%

6%

5%

5%

5%

11%

2%

2%

6%

8%

3%

10%

10%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=62）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=62）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=59）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=59）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=61）

アーキテクチャの見直し（n=57）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=57）

外部の専門企業への委託（n=59）

B2C、B2B半々

54%

33%

30%

24%

21%

20%

20%

12%

32%

36%

36%

38%

38%

30%

30%

31%

8%

16%

21%

22%

23%

28%

26%

33%

1%

4%

4%

5%

6%

6%

7%

9%

3%

3%

3%

3%

3%

5%

7%

4%

7%

7%

9%

8%

13%

12%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=787）

クラウド（デジタルツイン・仮想化技術を含む）の活用（n=751）

新たな技術（AI、5G等）の導入（n=754）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=740）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=740）

アーキテクチャの見直し（n=698）

新たな開発スタイル（アジャイル、DevOps等）の導入（n=708）

外部の専門企業への委託（n=744）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない

B2B中心
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Q20. 開発スタイル 【現在】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

14%

5%

2%

4%

2%

2%

3%

5%

4%

4%

6%

4%

3%

20%

7%

3%

4%

4%

4%

2%

2%

2%

7%

13%

10%

10%

6%

8%

7%

7%

10%

10%

5%

6%

5%

5%

3%

4%

3%

12%

16%

11%

12%

9%

13%

7%

7%

6%

17%

11%

10%

9%

9%

9%

10%

13%

23%

14%

15%

14%

13%

17%

11%

13%

23%

34%

47%

44%

45%

46%

49%

51%

50%

28%

25%

30%

31%

35%

30%

37%

36%

27%

27%

33%

34%

34%

34%

36%

32%

31%

28%

29%

28%

30%

33%

27%

34%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ウォーターフォール開発/V字開発 (n=1020)

アジャイル開発 (n=1014)

モデルベース開発 (n=975)

プロダクトライン開発 (n=981)

ソフトウェアファースト開発 (n=983)

DevOpsを導入した開発 (n=975)

CI/CDを活用した開発 (n=973)

自動コード生成を活用した開発 (n=974)

ノーコード／ローコード開発 (n=983)

新規開発（派生・再利用開発以外のもの） (n=981)

派生・再利用開発 (n=976)

スクラッチ開発 (n=986)

標準プラットフォームを利用した開発 (n=978)

OSSを利用した開発 (n=973)

商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発 (n=989)

擦り合わせ開発 (n=978)

組み合わせ開発 (n=976)

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）

どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

開発スタイル 【現在】 （N=1077）
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Q20. 開発スタイル 【5年後】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

5%

8%

2%

3%

4%

4%

3%

2%

3%

3%

4%

4%

5%

5%

4%

3%

13%

12%

5%

7%

6%

6%

4%

5%

6%

8%

14%

7%

11%

9%

9%

8%

9%

17%

17%

9%

9%

7%

9%

8%

9%

10%

15%

17%

13%

14%

12%

15%

10%

10%

11%

11%

11%

10%

9%

9%

9%

12%

15%

17%

12%

14%

12%

11%

14%

11%

12%

21%

20%

33%

31%

34%

33%

35%

34%

31%

22%

19%

26%

23%

26%

24%

29%

26%

33%

33%

40%

41%

40%

40%

40%

38%

36%

35%

36%

35%

36%

38%

34%

39%

40%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ウォーターフォール開発/V字開発 (n=1006)

アジャイル開発 (n=1012)

モデルベース開発 (n=982)

プロダクトライン開発 (n=982)

ソフトウェアファースト開発 (n=988)

DevOpsを導入した開発 (n=981)

CI/CDを活用した開発 (n=980)

自動コード生成を活用した開発 (n=980)

ノーコード／ローコード開発 (n=991)

新規開発（派生・再利用開発以外のもの） (n=989)

派生・再利用開発 (n=983)

スクラッチ開発 (n=991)

標準プラットフォームを利用した開発 (n=987)

OSSを利用した開発 (n=983)

商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発 (n=992)

擦り合わせ開発 (n=989)

組み合わせ開発 (n=986)

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）

どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

開発スタイル 【5年後】 （N=1072）
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Q20. 開発スタイル 【現在・5年後】 （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業

11%
3%

2%
2%
1%
1%

2%
2%
2%
3%
2%
2%
4%
3%
2%

3%
4%

0%
1%
2%
2%

2%
1%
1%
1%
2%
2%
2%
3%
2%

12%
5%

0%
1%
1%
2%

1%
1%

2%
3%
5%

7%
6%

2%
9%

5%
5%

7%
7%

2%
2%
3%

2%
2%

6%
4%
6%

3%
6%

2%
8%

5%
5%

4%
5%

2%
1%
1%
2%

0%
2%

1%
4%

6%
6%

3%
2%

8%
2%

3%

10%
10%

4%
2%

5%
3%

3%
8%

6%
6%

9%
7%

8%
11%

3%
4%

4%
9%

8%
5%
4%
4%

3%
5%

10%
13%

9%
9%

11%
10%

11%
7%
8%

6%
6%

9%
10%

7%
4%

12%
11%

13%
11%
11%
10%

10%
11%

11%
11%

29%
40%

48%
47%

47%
47%

49%
49%

44%
38%
38%

36%
37%

43%
32%

42%
42%

27%
27%

35%
34%
34%

38%
33%

27%
30%
29%

30%
28%

31%
25%

32%
31%

39%
38%

43%
44%
44%
44%

46%
43%
41%
40%
40%
39%

41%
42%

37%
41%
41%

46%
45%

50%
50%
49%

51%
49%

47%
47%
47%
45%

47%
48%

43%
47%
47%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【現在】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=274）

アジャイル開発（n=270）
モデルベース開発（n=265）

プロダクトライン開発（n=264）
ソフトウェアファースト開発（n=263）
DevOpsを導入した開発（n=262）
CI/CDを活用した開発（n=263）

自動コード生成を活用した開発（n=263）
ノーコード／ローコード開発（n=266）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=263）
派生・再利用開発（n=263）

スクラッチ開発（n=265）
標準プラットフォームを利用した開発（n=262）

OSSを利用した開発（n=261）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=268）

擦り合わせ開発（n=262）
組み合わせ開発（n=259）

【5年後】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=267）

アジャイル開発（n=267）
モデルベース開発（n=260）

プロダクトライン開発（n=259）
DevOpsを導入した開発（n=259）
CI/CDを活用した開発（n=260）

自動コード生成を活用した開発（n=259）
ノーコード／ローコード開発（n=266）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=260）
派生・再利用開発（n=262）

スクラッチ開発（n=264）
標準プラットフォームを利用した開発（n=260）

OSSを利用した開発（n=261）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=265）

擦り合わせ開発（n=262）
組み合わせ開発（n=256）

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）
どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

ユーザー企業
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12%
4%

2%
3%
2%
4%

2%

3%
4%

7%
7%

5%
8%
7%

5%

6%
5%

2%
4%

2%
6%

4%
1%
1%
4%
4%

6%
8%

6%
7%
6%

4%

19%
8%

4%
8%

5%
5%

1%
1%

8%
17%
10%
12%

6%
8%
9%

8%

17%
15%

6%
11%

7%
8%

4%
6%

4%
9%

19%
9%

12%
11%
10%

10%
10%

10%
8%

4%
9%

5%
4%

3%
4%

4%
12%

19%
14%
12%

10%
14%

10%
11%

14%
13%

8%
12%

10%
10%

9%
9%

9%
19%

22%
14%

14%
10%

16%
9%
12%

7%
17%

10%
8%

10%
9%

10%
9%

10%
28%

15%
14%
15%

11%
16%

11%
16%

11%
16%

11%
9%

10%
8%

9%
11%
14%

20%
10%

14%
13%

12%
13%

10%
13%

26%
34%

52%
44%

48%
47%

51%
54%
55%

24%
21%

28%
28%

37%
31%

33%
31%

23%
22%

39%
31%

37%
36%

39%
39%

39%
19%

16%
24%

22%
27%

26%
30%

25%

26%
28%
29%
29%
30%
30%

32%
30%
29%

24%
24%

27%
26%

31%
23%

30%
29%

30%
29%

34%
34%
35%
33%
34%
34%
32%

29%
30%

33%
30%

34%
28%

36%
36%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【現在】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=232）

アジャイル開発（n=228）
モデルベース開発（n=224）

プロダクトライン開発（n=226）
ソフトウェアファースト開発（n=226）
DevOpsを導入した開発（n=224）
CI/CDを活用した開発（n=224）

自動コード生成を活用した開発（n=224）
ノーコード／ローコード開発（n=225）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=225）
派生・再利用開発（n=227）

スクラッチ開発（n=225）
標準プラットフォームを利用した開発（n=227）

OSSを利用した開発（n=224）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=226）

擦り合わせ開発（n=227）
組み合わせ開発（n=225）

【5年後】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=232）

アジャイル開発（n=228）
モデルベース開発（n=223）

プロダクトライン開発（n=225）
ソフトウェアファースト開発（n=226）
DevOpsを導入した開発（n=226）
CI/CDを活用した開発（n=224）

自動コード生成を活用した開発（n=225）
ノーコード／ローコード開発（n=224）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=228）
派生・再利用開発（n=225）

スクラッチ開発（n=227）
標準プラットフォームを利用した開発（n=226）

OSSを利用した開発（n=225）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=224）

擦り合わせ開発（n=227）
組み合わせ開発（n=226）

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）

どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

メーカー企業
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Q20. 開発スタイル 【現在・5年後】 （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

13%
8%

3%
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2%
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5%
4%

8%
4%
6%

9%
6%
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7%
10%

3%
5%
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5%
7%
9%
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6%

20%
7%

5%
6%

6%
3%

5%

3%
12%
15%

13%
12%

7%
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9%
9%

13%
11%

6%
9%

10%
4%
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5%
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9%
17%

10%
12%
8%

10%
9%
13%

15%
14%

9%
11%

8%
8%

4%
6%
4%

17%
21%

10%
14%

10%
14%

10%
10%

19%
20%

13%
13%
10%

13%
12%

11%
10%

18%
17%

11%
16%

12%
13%

18%
15%

6%
16%

13%
15%
11%

14%
14%

13%
13%

24%
18%

15%
14%

19%
20%

15%
15%

9%
10%

17%
11%

11%
15%

14%
17%

16%
21%

17%
18%

13%
15%

18%
13%

10%

25%
35%

43%
37%
42%

43%
46%

53%
54%

20%
19%

32%
31%

28%
26%

31%
33%

24%
21%

28%
29%
30%

30%
31%

35%
35%

18%
14%

27%
22%

22%
20%

20%
22%

22%
21%

26%
29%

26%
31%
32%

26%
25%

22%
23%
22%

25%
31%

23%
28%
28%

27%
28%

32%
32%
32%

34%
34%

31%
30%
29%

31%
28%

32%
36%

29%
34%
34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【現在】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=158）

アジャイル開発（n=160）
モデルベース開発（n=159）

プロダクトライン開発（n=158）
ソフトウェアファースト開発（n=160）
DevOpsを導入した開発（n=156）
CI/CDを活用した開発（n=155）

自動コード生成を活用した開発（n=156）
ノーコード／ローコード開発（n=157）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=159）
派生・再利用開発（n=157）

スクラッチ開発（n=158）
標準プラットフォームを利用した開発（n=158）

OSSを利用した開発（n=156）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=158）

擦り合わせ開発（n=156）
組み合わせ開発（n=157）

【5年後】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=158）

アジャイル開発（n=161）
モデルベース開発（n=158）

プロダクトライン開発（n=157）
ソフトウェアファースト開発（n=157）
DevOpsを導入した開発（n=157）
CI/CDを活用した開発（n=156）

自動コード生成を活用した開発（n=155）
ノーコード／ローコード開発（n=156）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=159）
派生・再利用開発（n=154）

スクラッチ開発（n=157）
標準プラットフォームを利用した開発（n=158）

OSSを利用した開発（n=155）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=157）

擦り合わせ開発（n=157）
組み合わせ開発（n=158）

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）

どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

サブシステム提供企業
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Q20. 開発スタイル 【現在・5年後】 （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業
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1%
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11%
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11%
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15%
20%
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18%

16%
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7%

24%
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11%
10%
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10%
13%
14%

19%
24%

16%
19%
17%

20%
12%
11%

7%
25%

13%
13%

11%
12%

11%
16%
17%

29%
17%

19%
16%

14%
20%

14%
14%

16%
12%

10%
9%
10%

9%
10%

13%
17%

18%
13%

16%
13%

11%
15%

12%
15%

16%
28%

45%
44%
44%
46%

49%
51%
51%

28%
20%

27%
28%

28%
29%

37%
37%

15%
13%

29%
30%
31%

32%
33%

33%
27%

21%
16%

25%
21%

22%
23%

30%
26%

18%
19%

30%
31%
31%
28%

30%
25%
25%

21%
22%
21%

23%
26%

21%
31%
32%

25%
26%

37%
40%
38%
36%
37%

31%
31%
30%
30%
29%
30%

32%
31%

36%
37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【現在】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=321）

アジャイル開発（n=324）
モデルベース開発（n=298）

プロダクトライン開発（n=303）
ソフトウェアファースト開発（n=304）
DevOpsを導入した開発（n=303）
CI/CDを活用した開発（n=301）

自動コード生成を活用した開発（n=302）
ノーコード／ローコード開発（n=305）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=305）
派生・再利用開発（n=299）

スクラッチ開発（n=308）
標準プラットフォームを利用した開発（n=302）

OSSを利用した開発（n=302）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=306）

擦り合わせ開発（n=303）
組み合わせ開発（n=304）

【5年後】
ウォーターフォール開発／V字開発（n=316）

アジャイル開発（n=324）
モデルベース開発（n=309）

プロダクトライン開発（n=309）
ソフトウェアファースト開発（n=312）
DevOpsを導入した開発（n=307）
CI/CDを活用した開発（n=308）

自動コード生成を活用した開発（n=309）
ノーコード／ローコード開発（n=313）

新規開発（派生・再利用開発以外のもの）（n=311）
派生・再利用開発（n=310）

スクラッチ開発（n=311）
標準プラットフォームを利用した開発（n=311）

OSSを利用した開発（n=310）
商用ソフトウェア（有償・無償を含む）を利用した開発（n=314）

擦り合わせ開発（n=311）
組み合わせ開発（n=314）

ほぼすべて（９割以上） どちらかというと多い（６割以上９割未満） ほぼ半々（４割以上６割未満）

どちらかというと少ない（１割以上４割未満） ほとんどない（１割未満） わからない

サービス提供企業

169

Q20. 開発スタイル 【現在・5年後】 （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
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Q21.事業を推進するための技術 【現在必要な技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業を推進するための技術 【現在必要な技術】 （N=841） ※複数回答

48%

40%

39%

32%

31%

30%

29%

27%

23%

22%

20%

18%

18%

15%

14%

13%

12%

12%

11%

11%

9%

0% 20% 40% 60%

クラウド活用技術

無線通信・ネットワーク技術

セキュリティ技術

センサ技術

IoTシステム構築技術

AI（機械学習、ディープラーニング等）技術

デバイス技術

画像・音声認識技術／合成技術

ビッグデータの収集・分析・解析技術

リアルタイム技術

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング

モデリング技術

シミュレーション技術

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

セーフティ技術

仮想化技術への取り組み

制御系プラットフォーム技術

ユーザエクスペリエンス技術

アクチュエータ技術

低遅延技術

更新技術

【要素技術】

57%

49%

44%

40%

0% 20% 40% 60%

設計・実装技術

要求獲得・要件定義技術

評価・検証技術

運用・保守技術

【開発技術】
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Q21.事業を推進するための技術 【強みとしている技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業を推進するための技術 【強みとしている技術】 （N=727） ※複数回答

28%

21%

20%

20%

18%

17%

16%

15%

14%

13%

12%

10%

10%

9%

8%

7%

7%

7%

7%

6%

4%

0% 20% 40% 60%

無線通信・ネットワーク技術

センサ技術

クラウド活用技術

デバイス技術

IoTシステム構築技術

画像・音声認識技術／合成技術

セキュリティ技術

リアルタイム技術

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング

AI（機械学習、ディープラーニング等）技術

モデリング技術

シミュレーション技術

ビッグデータの収集・分析・解析技術

制御系プラットフォーム技術

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

アクチュエータ技術

仮想化技術への取り組み

ユーザエクスペリエンス技術

低遅延技術

セーフティ技術

更新技術

【要素技術】

62%

36%

33%

32%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

設計・実装技術

評価・検証技術

要求獲得・要件定義技術

運用・保守技術

【開発技術】
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Q21.事業を推進するための技術 【将来強化／獲得したい技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業を推進するための技術 【将来強化／獲得したい技術】 （N=830） ※複数回答

50%

43%

38%

35%

34%

32%

27%

24%

22%

21%

21%

20%

19%

19%

19%

18%

17%

17%

15%

14%

13%

0% 20% 40% 60%

AI（機械学習、ディープラーニング等）技術

クラウド活用技術

ビッグデータの収集・分析・解析技術

セキュリティ技術

IoTシステム構築技術

画像・音声認識技術／合成技術

センサ技術

無線通信・ネットワーク技術

仮想化技術への取り組み

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

シミュレーション技術

デバイス技術

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング

ユーザエクスペリエンス技術

モデリング技術

リアルタイム技術

制御系プラットフォーム技術

セーフティ技術

アクチュエータ技術

低遅延技術

更新技術

【要素技術】

35%

32%

27%

27%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

要求獲得・要件定義技術

設計・実装技術

評価・検証技術

運用・保守技術

【開発技術】
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Q21.事業を推進するための技術 【事業を推進するために必要な技術×自社が強みとしている技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

デバイス技術

センサ技術

アクチュエータ技術

画像・音声認…

無線通信・ネットワーク

技術

リアルタイム技術

低遅延技術 エッジコンピューティング／フォグコ…

IoTシステム構築技術

クラウド活用技術

更新技術

モデリング技術
シミュレーション技術

仮想化技術

制御系プラットフォーム

技術

AI技術

ビッグデータの収集・分…

セキュリティ技術

セーフティ技術

UI技術／フィジカル…

UX技術

要求獲得・要件定義

技術

設計・実装技術

評価・検証技術

運用・保守技術

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自
社
が
強
み
と
し
て
い
る
技
術

事業を推進するために必要な技術

N=841

N=727

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。
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Q21.事業を推進するための技術 【自社が強みとしている技術×将来、強化／新たに獲得したい技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

デバイス技術

センサ技術

アクチュエータ技術

画像・音声認識…

無線通信・ネットワーク技術

リアルタイム技術

低遅延技術

エッジコンピューティ…

IoTシステム構築技術

クラウド活用技術

更新技術

モデリング技術

シミュレーション技術仮想化技術

制御系プラットフォーム技術

AI技術

ビッグデータの収…
セキュリティ技術

セーフティ技術 UI技術／フィジ…

UX技術

要求獲得・要件定義技術 設計・実装技術

評価・検証技術

運用・保守技術

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

将
来
、
強
化
／
新
た
に
獲
得
し
た
い
技
術

自社が強みとしている技術

N=727

N=830

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。
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Q21.事業を推進するための技術 【事業を推進するために必要な技術×将来、強化／新たに獲得したい技術】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

デバイス技術

センサ技術

アクチュエータ技術

画像・音声認識技術…

無線通信・ネットワーク技術

リアルタイム技術

低遅延技術

エッジコンピューティング…

IoTシステム構築技術

クラウド活用技術

更新技術

モデリング技術

シミュレーション技術

仮想化技術

制御系プラットフォーム技術

AI技術

ビッグデータの収集・分析・解析

技術

セキュリティ技術

セーフティ技術

UI技術／フィジカ…

UX技術

要求獲得・要件定義技術

設計・実装技術

評価・検証技術

運用・保守技術

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

将
来
、
強
化
／
新
た
に
獲
得
し
た
い
技
術

事業を推進するために必要な技術

N=841

N=830

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。
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12%

8%

11%

6%

9%

13%

7%

11%

17%

8%

11%

11%

11%

9%

11%

16%

8%

20%

8%

11%

15%

36%

35%

38%

39%

41%

41%

36%

41%

46%

39%

35%

45%

41%

51%

42%

49%

49%

44%

38%

48%

51%

35%

40%

36%

40%

38%

34%

39%

35%

28%

37%

37%

32%

39%

31%

34%

28%

33%

25%

41%

31%

28%

12%

11%

11%

9%

7%

8%

11%

9%

6%

8%

13%

10%

6%

4%

8%

5%

6%

8%

12%

8%

6%

5%

6%

4%

6%

5%

4%

7%

4%

4%

7%

4%

3%

3%

4%

6%

2%

5%

1%

2%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クラウド活用技術（n=392）

無線通信・ネットワーク技術（n=330）

セキュリティ技術（n=317）

センサ技術（n=265）

IoTシステム構築技術（n=250）

AI技術（n=247）

デバイス技術（n=238）

画像・音声認識技術／合成技術（n=218）

ビッグデータの収集・分析・解析技術（n=191）

リアルタイム技術（n=180）

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング（n=167）

モデリング技術（n=149）

シミュレーション技術（n=142）

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング（n=118）

セーフティ技術（n=118）

仮想化技術への取り組み（n=111）

制御系プラットフォーム技術（n=101）

ユーザエクスペリエンス技術（n=97）

アクチュエータ技術（n=92）

低遅延技術（n=90）

更新技術（n=71）

必要な技術（要素技術）
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Q21.事業を推進するための技術 【事業を推進するために必要な技術】 （DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

8%

8%

7%

7%

34%

36%

36%

37%

39%

41%

40%

39%

13%

10%

12%

11%

6%

5%

5%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設計・実装技術（n=468）

要求獲得・要件定義技術（n=405）

評価・検証技術（n=363）

運用・保守技術（n=322）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

必要な技術（開発技術）
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10%

7%

17%

10%

16%

12%

13%

9%

14%

23%

16%

14%

23%

15%

20%

15%

20%

23%

20%

18%

26%

34%

34%

40%

36%

42%

42%

42%

33%

35%

45%

40%

26%

39%

40%

37%

30%

48%

40%

26%

47%

39%

41%

44%

34%

42%

30%

35%

36%

41%

38%

26%

31%

40%

30%

29%

36%

40%

26%

29%

41%

27%

26%

9%

7%

5%

7%

7%

8%

4%

10%

9%

5%

10%

13%

3%

6%

5%

13%

4%

4%

9%

7%

10%

6%

7%

5%

5%

5%

3%

4%

7%

4%

1%

4%

7%

6%

9%

2%

2%

2%

4%

2%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

無線通信・ネットワーク技術（n=201）

センサ技術（n=149）

クラウド活用技術（n=144）

デバイス技術（n=141）

IoTシステム構築技術（n=130）

画像・音声認識技術／合成技術（n=121）

セキュリティ技術（n=113）

リアルタイム技術（n=105）

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング（n=102）

AI技術（n=93）

モデリング技術（n=83）

シミュレーション技術（n=72）

ビッグデータの収集・分析・解析技術（n=70）

制御系プラットフォーム技術（n=65）

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング（n=59）

アクチュエータ技術（n=53）

仮想化技術への取り組み（n=54）

ユーザエクスペリエンス技術（n=52）

低遅延技術（n=46）

セーフティ技術（n=45）

更新技術（n=31）

強味としている技術（要素技術）
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Q21.事業を推進するための技術 【自社が強みとしている技術】 （DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

7%

7%

11%

10%

33%

35%

35%

35%

39%

41%

41%

41%

13%

10%

6%

8%

7%

7%

6%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設計・実装技術（n=439）

評価・検証技術（n=250）

要求獲得・要件定義技術（n=231）

運用・保守技術（n=221）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

強味としている技術（開発技術）



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

8%

7%

9%

9%

7%

7%

7%

9%

8%

8%

7%

6%

10%

11%

6%

9%

10%

9%

9%

9%

11%

32%

32%

37%

32%

33%

34%

32%

29%

36%

37%

36%

31%

30%

33%

32%

32%

35%

34%

32%

37%

33%

42%

42%

42%

42%

43%

44%

45%

44%

41%

44%

39%

45%

47%

44%

47%

44%

42%

41%

47%

41%

45%

12%

11%

8%

11%

11%

10%

9%

11%

10%

7%

12%

8%

10%

7%

9%

9%

8%

10%

8%

9%

7%

6%

7%

4%

5%

6%

5%

7%

8%

5%

5%

6%

9%

3%

5%

5%

6%

5%

5%

4%

4%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AI技術（n=406）

クラウド活用技術（n=349）

ビッグデータの収集・分析・解析技術（n=314）

セキュリティ技術（n=283）

IoTシステム構築技術（n=276）

画像・音声認識技術／合成技術（n=258）

センサ技術（n=212）

無線通信・ネットワーク技術（n=198）

仮想化技術への取り組み（n=177）

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング（n=167）

シミュレーション技術（n=165）

デバイス技術（n=159）

ユーザインタフェース技術／フィジカルコンピューティング（n=157）

ユーザエクスペリエンス技術（n=152）

モデリング技術（n=148）

リアルタイム技術（n=139）

制御系プラットフォーム技術（n=138）

セーフティ技術（n=135）

アクチュエータ技術（n=120）

低遅延技術（n=117）

更新技術（n=110）

将来獲得したい技術（要素技術）
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Q21.事業を推進するための技術 【将来、強化／新たに獲得したい技術】 （DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

6%

8%

8%

7%

29%

27%

31%

31%

45%

42%

41%

41%

12%

15%

13%

14%

8%

9%

7%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要求獲得・要件定義技術（n=279）

設計・実装技術（n=259）

評価・検証技術（n=220）

運用・保守技術（n=218）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

将来獲得したい技術（開発技術）
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56%

47%

45%

42%

36%

34%

19%

16%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

クラウド

民生用PC

タブレット

スマートフォン

専用ハードウェア

産業用PC

汎用シングルボード

エッジサーバー／フォグサーバー

その他
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【事業を推進するために必要なハードウェア】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業推進等に関わるハードウェア 【事業を推進するために必要なハードウェア】 （N=799）
※複数回答



従
業
員
数

事
業
分
野

Ｄ
Ｘ
取
組

そ
の
他

経

年

位
置
づ
け

地

域

提
供
先

41%

38%

27%

27%

22%

21%

20%

10%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

専用ハードウェア

民生用PC

産業用PC

クラウド

タブレット

スマートフォン

汎用シングルボード

エッジサーバー／フォグサーバー

その他
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【自社が強みとしているハードウェア】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業推進等に関わるハードウェア 【自社が強みとしているハードウェア】 （N=555） ※複数回
答
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57%

42%

40%

29%

25%

23%

23%

22%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

クラウド

タブレット

スマートフォン

専用ハードウェア

エッジサーバー／フォグサーバー

汎用シングルボード

産業用PC

民生用PC

その他
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【将来、強化／採用したいハードウェア】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

事業推進等に関わるハードウェア 【将来、強化／採用したいハードウェア】 （N=725） ※複数回答
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【事業を推進するために必要なハードウェア×自社が強みとしているハードウェア】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。

専用ハードウェア

汎用シングルボード
産業用PC

民生用PC

タブレット

スマートフォン

エッジサーバー

／フォグ…

クラウド

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自
社
が
強
み
と
し
て
い
る
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

事業を推進するために必要なハードウェア

N=801

N=557
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【自社が強みとしているハードウェア×将来、強化／採用したいハードウェア】

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

専用ハードウェア

汎用シングルボード
産業用PC

民生用PC

タブレット

スマートフォン

エッジサーバー…

クラウド

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

将
来
、
強
化
／
採
用
し
た
い
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア

自社が強みとしているハードウェア

N=557

N=727

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。
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Q22.事業推進等に関わるハードウｪア 【事業を推進するために必要なハードウェア×将来、強化／採用したいハードウェア】

将来、強化／採用したいハードウェア

※指標値は、各項目何れかに回答があった件数（N）に対する割合を示している。

専用ハードウェア

汎用シングルボー

ド

産業用PC
民生用PC

タブレット

スマートフォン

エッジ…

クラウド

0%
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20%

30%

40%

50%

60%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

将
来
、
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ア

事業を推進するために必要なハードウェア

N=801

N=727
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【事業を推進するために必要なハードウェア】 （DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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9%

11%
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7%

5%

14%

39%

35%

36%

37%

37%

36%

40%

43%

35%

37%

38%

33%

40%
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27%
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6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クラウド（n=446）

民生用PC（n=368）

タブレット（n=354）

スマートフォン（n=332）

専用ハードウェア（n=276）

産業用PC（n=259）

汎用シングルボード（n=146）

エッジサーバー／フォグサーバー（n=127）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

必要なハードウェア
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【自社が強みとしているハードウェア】 （ DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

8%

10%

10%

18%

11%

14%

13%

25%

36%

28%

41%

39%

38%

38%

37%

41%

37%

37%

33%

30%

38%

33%

35%

25%

11%

17%

9%

8%

8%

9%

12%

9%

8%

7%

6%

4%

4%

6%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専用ハードウェア（n=222）

民生用PC（n=205）

産業用PC（n=147）

クラウド（n=147）

タブレット（n=118）

スマートフォン（n=116）

汎用シングルボード（n=112）

エッジサーバー／フォグサーバー（n=56）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

強みとしているハードウェア
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Q22.事業推進等に関わるハードウェア 【将来強化／採用したいハードウェア】 （ DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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9%

9%

8%
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30%

31%

30%

33%

38%

36%

36%

27%
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45%
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4%
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5%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クラウド（n=407）

タブレット（n=305）

スマートフォン（n=288）

専用ハードウェア（n=203）

エッジサーバー／フォグサーバー（n=181）

汎用シングルボード（n=166）

産業用PC（n=165）

民生用PC（n=155）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

強化／採用したいハードウェア



５．人材に関する取り組み
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Q23. 確保・強化したい人材

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

確保・強化したい人材 （N=1059）

21%
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19%
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11%
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54%
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11%

18%
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23%

15%

20%

21%

9%

8%

9%
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10%

16%
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16%

21%

18%

14%

12%

11%

27%

21%

24%

27%

80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスをデザイン／構築できる人材 (n=983)

プロジェクトマネージャ (n=967)

システム全体（モノ／コト）を俯瞰して思考できる人材 (n=967)

設計技術者 (n=976)

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材 (n=971)

AI活用技術者 (n=942)

実装技術者 (n=954)

セーフティ／セキュリティ技術者 (n=931)

データサイエンティスト (n=916)

開発プロセス管理技術者 (n=922)

品質管理技術者 (n=934)

検証技術者 (n=935)

運用技術者 (n=942)

モデルベース開発技術者（MATLAB/Simulink） (n=903)

製品／応用ドメインスペシャリスト (n=909)

UXデザイナー (n=909)

モデリング技術者（SysML/UML） (n=907)

その他 (n=10)

最優先で確保・強化したい 確保・強化したい 現状維持でよい 余裕があり転換したい 必要性がない わからない
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Q23. 確保・強化したい人材 （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業
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17%
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21%

24%

22%

37%

31%

33%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスをデザイン／構築できる人材（n=216）

プロジェクトマネージャ（n=199）

システム全体を俯瞰して思考できる人材（n=204）

設計技術者（n=200）

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材（n=210）

AI活用技術者（n=180）

実装技術者（n=181）

セーフティ／セキュリティ技術者（n=182）

データサイエンティスト（n=168）

開発プロセス管理技術者（n=169）

品質管理技術者（n=186）

検証技術者（n=180）

運用技術者（n=187）

モデルベース開発技術者（n=144）

製品／応用ドメインスペシャリスト（n=159）

UXデザイナー（n=156）

モデリング技術者（n=145）

最優先で確保・強化したい 確保・強化したい 現状維持でよい 余裕があり転換したい 必要性がない わからない

ユーザー企業
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Q23. 確保・強化したい人材 （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業
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24%

17%

21%

24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスをデザイン／構築できる人材（n=212）

プロジェクトマネージャ（n=214）

システム全体を俯瞰して思考できる人材（n=212）

設計技術者（n=226）

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材（n=212）

AI活用技術者（n=188）

実装技術者（n=212）

セーフティ／セキュリティ技術者（n=187）

データサイエンティスト（n=171）

開発プロセス管理技術者（n=196）

品質管理技術者（n=207）

検証技術者（n=203）

運用技術者（n=205）

モデルベース開発技術者（n=165）

製品／応用ドメインスペシャリスト（n=180）

UXデザイナー（n=170）

モデリング技術者（n=164）

最優先で確保・強化したい 確保・強化したい 現状維持でよい 余裕があり転換したい 必要性がない わからない

メーカー企業
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Q23. 確保・強化したい人材 （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業
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11%
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21%

17%

20%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスをデザイン／構築できる人材（n=150）

プロジェクトマネージャ（n=151）

システム全体を俯瞰して思考できる人材（n=148）

設計技術者（n=155）

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材（n=151）

AI活用技術者（n=126）

実装技術者（n=152）

セーフティ／セキュリティ技術者（n=126）

データサイエンティスト（n=121）

開発プロセス管理技術者（n=125）

品質管理技術者（n=136）

検証技術者（n=140）

運用技術者（n=141）

モデルベース開発技術者（n=113）

製品／応用ドメインスペシャリスト（n=124）

UXデザイナー（n=115）

モデリング技術者（n=114）

最優先で確保・強化したい 確保・強化したい 現状維持でよい 余裕があり転換したい 必要性がない わからない

サブシステム提供企業
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Q23. 確保・強化したい人材 （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
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30%
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23%

18%

21%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスをデザイン／構築できる人材（n=291）

プロジェクトマネージャ（n=301）

システム全体を俯瞰して思考できる人材（n=292）

設計技術者（n=300）

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材（n=278）

AI活用技術者（n=270）

実装技術者（n=290）

セーフティ／セキュリティ技術者（n=264）

データサイエンティスト（n=242）

開発プロセス管理技術者（n=251）

品質管理技術者（n=252）

検証技術者（n=279）

運用技術者（n=281）

モデルベース開発技術者（n=223）

製品／応用ドメインスペシャリスト（n=236）

UXデザイナー（n=232）

モデリング技術者（n=225）

最優先で確保・強化したい 確保・強化したい 現状維持でよい 余裕があり転換したい 必要性がない わからない

サービス提供企業
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Q24. 人材の確保・強化においての取り組み

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

人材の確保・強化においての取り組み （N=1062）

55%
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10%
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50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足人材の雇用 (n=1030)

社内人材の配置転換 (n=972)

外部専門家の活用 (n=969)

就労条件の多様化 (n=958)

公的支援制度（雇用調整助成金等）の活用 (n=950)

社内人材のリスキリング (n=963)

組織の改革 (n=955)

自動化/AI等ツールの活用 (n=952)

スキル標準・ナレッジマネジメントの導入 (n=949)

その他 (n=10)

実施中 準備中 検討中 実施／検討していない わからない
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Q24. 人材の確保・強化においての取り組み （位置づけ別）-1

集計対象：A.ユーザー企業

53%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足人材の雇用（n=250）

社内人材の配置転換（n=223）

外部専門家の活用（n=221）

就労条件の多様化（n=213）

公的支援制度（雇用調整助成金等）の活用（n=196）

社内人材のリスキリング（n=214）

組織の改革（n=207）

自動化/AI等ツールの活用（n=212）

スキル標準・ナレッジマネジメントの導入（n=200）

実施中 準備中 検討中 実施／検討していない わからない

ユーザー企業
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Q24. 人材の確保・強化においての取り組み （位置づけ別）-2

集計対象：B.メーカー企業
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13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足人材の雇用（n=228）

社内人材の配置転換（n=222）

外部専門家の活用（n=211）

就労条件の多様化（n=208）

公的支援制度（雇用調整助成金等）の活用（n=193）

社内人材のリスキリング（n=212）

組織の改革（n=203）

自動化/AI等ツールの活用（n=203）

スキル標準・ナレッジマネジメントの導入（n=194）

実施中 準備中 検討中 実施／検討していない わからない

メーカー企業
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Q24. 人材の確保・強化においての取り組み （位置づけ別）-3

集計対象：C.サブシステム提供企業

55%
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10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足人材の雇用（n=159）

社内人材の配置転換（n=147）

外部専門家の活用（n=150）

就労条件の多様化（n=145）

公的支援制度（雇用調整助成金等）の活用（n=139）

社内人材のリスキリング（n=142）

組織の改革（n=149）

自動化/AI等ツールの活用（n=144）

スキル標準・ナレッジマネジメントの導入（n=137）

実施中 準備中 検討中 実施／検討していない わからない

サブシステム提供企業
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Q24. 人材の確保・強化においての取り組み （位置づけ別）-4

集計対象：D.サービス提供企業
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足人材の雇用（n=326）

社内人材の配置転換（n=303）

外部専門家の活用（n=292）

就労条件の多様化（n=292）

公的支援制度（雇用調整助成金等）の活用（n=275）

社内人材のリスキリング（n=295）

組織の改革（n=276）

自動化/AI等ツールの活用（n=284）

スキル標準・ナレッジマネジメントの導入（n=277）

実施中 準備中 検討中 実施／検討していない わからない

サービス提供企業
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Q25. 人材の確保・強化においての課題

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他

人材の確保・強化においての課題 （N=1064）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材確保・強化を担当する人材の確保 (n=1034)

時間の確保 (n=984)

資金の確保 (n=989)

人材関連情報の入手 (n=981)

外部人材チャネルの連携 (n=978)

その他 (n=14)

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない わからない
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Q25. 人材の確保・強化においての課題 （位置づけ別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業
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14%
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人材確保・強化を担当する人材の確保（n=249）

時間の確保（n=217）

資金の確保（n=217）

人材関連情報の入手（n=200）

外部人材チャネルの連携（n=200）

ユーザー企業
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15%
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40%

26%

39%

31%

12%

19%

21%

22%

26%

12%

14%

18%

14%

18%

7%

7%

9%

10%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材確保・強化を担当する人材の確保（n=217）

時間の確保（n=212）

資金の確保（n=212）

人材関連情報の入手（n=207）

外部人材チャネルの連携（n=203）

メーカー企業
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32%

34%
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14%

14%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材確保・強化を担当する人材の確保（n=155）

時間の確保（n=150）

資金の確保（n=152）

人材関連情報の入手（n=145）

外部人材チャネルの連携（n=144）

サブシステム提供企業
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材確保・強化を担当する人材の確保（n=323）

時間の確保（n=302）

資金の確保（n=295）

人材関連情報の入手（n=293）

外部人材チャネルの連携（n=292）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない わからない

サービス提供企業
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Q25. 人材の確保・強化においての課題 （DXの取り組み状況別）

集計対象：A.ユーザー企業、B.メーカー企業、C.サブシステム提供企業、D.サービス提供企業、E.その他
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材確保・強化を担当する人材の確保（n=750）

時間の確保（n=570）

資金の確保（n=469）

人材関連情報の入手（n=490）

外部人材チャネルの連携（n=461）

非常に活発 活発 あまり活発でない 取り組んでいない わからない

Q25 選択肢が 1.当てはまる、2.やや当てはまる を対象に集計
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